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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３ 従業員数は就業人員であり、平均嘱託及び臨時従業員数は〔 〕内に外書で記入しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 63,569 77,333 80,944 87,934 96,492

経常利益 (百万円) 4,794 5,115 5,007 3,493 4,780

当期純利益 (百万円) 1,621 1,542 1,261 790 1,864

純資産額 (百万円) 23,313 24,897 25,739 27,121 38,113

総資産額 (百万円) 109,008 107,689 108,375 113,395 118,270

１株当たり純資産額 (円) 520.82 556.73 576.75 608.09 621.61

１株当たり当期純利益 (円) 35.79 34.29 28.09 17.67 41.80

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 21.4 23.1 23.8 23.9 23.4

自己資本利益率 (％) 7.1 6.4 5.0 3.0 6.7

株価収益率 (倍) 27.1 24.7 32.4 59.1 26.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 9,362 12,078 10,818 9,747 11,230

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △20,280 △7,737 △ 8,485 △ 11,455 △ 11,906

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 11,207 △4,473 △ 3,112 599 1,980

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 7,251 7,118 6,366 5,257 6,646

従業員数 
〔外、平均嘱託及び 
臨時従業員数〕

(名)
1,107

〔233〕

1,121

〔252〕

1,115

〔282〕

1,129

〔304〕

1,232

〔338〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３ 従業員数は就業人員であり、平均嘱託及び臨時従業員数は〔 〕内に外書で記入しております。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 46,645 51,948 56,991 63,264 68,500

経常利益 (百万円) 1,920 2,496 2,536 1,404 2,920

当期純利益 (百万円) 804 1,155 1,076 568 1,496

資本金 (百万円) 4,450 4,450 5,000 5,000 5,000

発行済株式総数 (千株) 44,961 44,961 44,961 44,961 44,961

純資産額 (百万円) 19,788 21,191 22,063 23,169 23,739

総資産額 (百万円) 64,505 64,715 66,163 69,064 71,623

１株当たり純資産額 (円) 440.62 472.10 492.51 517.52 530.37

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

9.00

(4.50)

10.00

(4.50)

11.00

(5.00)

11.00

(5.50)

11.00

(5.50)

１株当たり当期純利益 (円) 17.80 25.64 23.89 12.70 33.42

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 30.7 32.7 33.3 33.5 33.1

自己資本利益率 (％) 4.1 5.6 5.0 2.5 6.3

株価収益率 (倍) 54.5 33.0 38.1 82.3 33.5

配当性向 (％) 50.5 39.0 46.0 86.6 32.9

従業員数 
〔外、平均嘱託及び 
臨時従業員数〕

(名)
465

〔121〕

488

〔125〕

514

〔137〕

521

〔152〕

575

〔154〕



２ 【沿革】 

  

 
(注) ※は連結子会社に係る事項であります。 

  

年月 経歴

昭和22年５月 設立。この設立年月は、昭和46年10月に株式の額面変更のため合併を行った形式上の存続会社で

ある合併会社(旧関東商事株式会社、昭和46年６月に日本瓦斯株式会社と商号変更)の設立年月で

あり、被合併会社(旧日本瓦斯株式会社)の設立年月は昭和30年７月(資本金250万円)でありま

す。昭和30年７月より、ＬＰガス及び同機器の販売並びにガス工事の設計施工も併せ取扱う。

昭和34年12月 田無基地完成。

昭和35年８月 町田基地完成。

昭和38年４月 ※日本瓦斯運輸株式会社(現商号日本瓦斯運輸整備株式会社)設立。

昭和40年２月 ※日本瓦斯工事株式会社設立。(配管工事施工部門を分離)

昭和41年６月 ※新日本瓦斯株式会社設立。(都市ガス事業に進出)

昭和42年２月 ※我孫子ガス株式会社に経営参加。

昭和42年９月 ※小山都市瓦斯株式会社設立。

昭和43年６月 ※取手ガス株式会社設立。

昭和46年１月 ※久喜都市ガス株式会社設立。

昭和46年10月 額面金額変更のため合併。(沿革昭和22年5月参照)

昭和47年11月 不動産・住宅産業に進出。

昭和48年２月 東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和48年11月 取手プラント完成。

昭和50年９月 ※ニチガス開発株式会社設立。(都市ガス工事施工部門を分離)

昭和51年11月 取手基地完成。

昭和52年８月 本社社屋完成。

昭和54年１月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定替。

昭和57年２月 入間基地完成。

昭和58年６月 ※ニチガス我孫子株式会社及びニチガス久喜株式会社設立。

昭和59年７月 ※鹿沼ガス株式会社に経営参加。

昭和59年７月 滋賀プラント完成。

平成３年10月 取手プラント(化粧品・医薬部外品充填ライン)完成。

平成８年６月 ※栄都市ガス株式会社設立。

平成10年３月 ※新日本瓦斯株式会社が日本証券業協会に株式の店頭登録。

平成11年10月 ※我孫子ガス株式会社が取手ガス株式会社を吸収合併し、商号を東日本ガス株式会社に変更。

平成11年10月 ※新日本瓦斯株式会社が久喜都市ガス株式会社を吸収合併。

平成12年１月 ※ニチガス久喜株式会社がニチガスさき玉株式会社を吸収合併。

平成13年10月 ※小山都市瓦斯株式会社が鹿沼ガス株式会社を吸収合併し、商号を北日本ガス株式会社に変更。

平成13年10月 ※ニチガス我孫子株式会社がニチガス取手株式会社を吸収合併し、商号をリノーバ東日本株式会

社に変更。

平成13年12月 ※新日本瓦斯株式会社が東京証券取引所市場第二部に上場。

平成14年２月 ※ニチガス久喜株式会社は、商号を株式会社ユピア新日本に変更。

平成14年４月 ※日本瓦斯工事株式会社がニチガス開発株式会社及び株式会社ガス空調エンジニアリングを吸収

合併。

平成14年12月 ※東武ガス株式会社に経営参加。

平成15年７月 ※東武ガス株式会社は、商号を東彩ガス株式会社に変更。

平成16年２月 ※東日本ガス株式会社が東京証券取引所市場第二部に上場。

平成17年10月 ※東日本ガス株式会社が栄都市ガス株式会社を吸収合併。

平成18年11月 本社を東京都中央区八丁堀３丁目から東京都中央区八丁堀２丁目に移転。



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び子会社13社並びに関連会社２社、関連当事者である法人主要株主１社及び法

人主要株主の子会社１社で構成され、主な事業内容は、ガス(ＬＰガス、都市ガス)の供給、ガス機器・住

宅機器の販売、エアゾール製品等の充填・販売並びに各事業に関連する管工事施工、輸送、計算業務等で

あります。その他、土地・住宅の販売、保険代理業務等を行っております。 

各事業における当社グループの位置づけは次のとおりとなり「第５ 経理の状況 １ (1)連結財務諸

表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一であります。 

 
  

 ガス事業 ………①ＬＰガス…………

ガス機器

住宅機器

当社はＬＰガス等を法人主要株主岩谷産業㈱、法人主要

株主の子会社セントラル石油瓦斯㈱ほかから仕入れ、当

社が販売するほか、子会社東彩ガス㈱、新日本瓦斯㈱、

東日本ガス㈱、北日本ガス㈱、俊道ガス㈱、孫会社白岡

ガス㈱においても、当社から一部仕入れて販売しており

ます。

………②都市ガス…………

ガス機器

住宅機器

当社は都市ガス用原料等を法人主要株主岩谷産業㈱、法

人主要株主の子会社セントラル石油瓦斯㈱ほかから仕入

れ、子会社東彩ガス㈱、新日本瓦斯㈱、東日本ガス㈱、

北日本ガス㈱へ販売しております。

………③受注工事………… 当社グループの協力会社が主に施工しておりますが、一

部、子会社日本瓦斯工事㈱に施工させております。ま

た、ＧＨＰ(ガスヒートポンプエアコン)の保守サービス

についても子会社日本瓦斯工事㈱が主に行っておりま

す。 

なお、当ガス事業の輸送については子会社日本瓦斯運輸

整備㈱が、計算業務サービスについては子会社㈱ニチガ

ス物流計算センターが主として行っております。

 エアゾール 

・燃料充填事業

……………………………… 当社は、法人主要株主岩谷産業㈱ほかへエアゾール製品

及びライター用・簡易コンロ用ガスボンベの充填・販売

しております。また、関連会社珠海岩谷气具有限公司が

充填した簡易コンロ用ガスボンベを商社経由にて仕入

れ、販売しております。

 その他の事業 ……………………………… 当社が、土地、住宅の販売・保険代理業務等を行ってお

ります。

また、子会社において、保険代理業務等を行っておりま

す。



事業の系統図は次のとおりであります。 

 

＊ 上表中の都市ガス販売子会社である新日本瓦斯㈱及び東日本ガス㈱は、東証二部上場会社であります。

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ ＊１：特定子会社に該当します。 

３ ＊２：有価証券報告書を提出しております。 

４ 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数 

５ ＊３：東彩ガス㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が

10％を超えておりますが、有価証券報告書の提出会社につき主要な損益等の記載を省略しております。 

６ ＊４：財務諸表等規則第８条４項２号に規定する子会社に該当します。 

  

名称 住所
資本金又は 
出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(又は 

被所有)割合
(％)

関係内容

(連結子会社)

東彩ガス㈱   ＊１ 
        ＊２ 
        ＊３

埼玉県春日部市 1,250 ガス事業 62.6
当社はＬＰガス、ガス機器及び住宅機器を販売し、
また都市ガス設備工事を請負っております。 
役員の兼任―４名（うち従業員１名）

新日本瓦斯㈱  ＊１ 
        ＊２ 
        ＊４

埼玉県北本市 500 ガス事業
43.4
(3.2)

当社はＬＰガス、ガス機器及び住宅機器を販売し、
また都市ガス設備工事を請負っております。 
役員の兼任―３名

東日本ガス㈱  ＊１ 
        ＊２

千葉県我孫子市 600 ガス事業 64.1
当社はガス機器及び住宅機器を販売し、また都市ガ
ス設備工事を請負っております。 
役員の兼任―２名

北日本ガス㈱ 栃木県小山市 210 ガス事業
58.0
(0.2)

当社はＬＰガス、ガス機器及び住宅機器を販売し、
また都市ガス設備工事を請負っております。 
役員の兼任―３名（うち従業員１名）

日本瓦斯工事㈱ ＊１ 東京都中央区 100 ガス事業 100
当社は当社のＬＰガスの配管工事及び当社の工事部
門の都市ガス設備工事を請負わせております。 
役員の兼任―４名（うち従業員２名）

日本瓦斯運輸整備㈱＊４ 東京都西東京市 24 ガス事業
64.8

(15.4)

当社はＬＰガスの輸送を委託しております。 
土地・建物を賃借しております。なお、当社が債務
保証を行っております。 
役員の兼任―４名(うち従業員２名)

リノーバ東日本㈱ 千葉県我孫子市 20 ガス事業
100

(100)

当社はガス機器及び住宅機器等を販売しておりま
す。 
役員の兼任―無

㈱ユピア新日本 ＊４ 埼玉県久喜市 20 ガス事業
100

(100)

当社はガス機器及び住宅機器等を販売しておりま
す。 
役員の兼任―無

(持分法適用関連会社)

珠海岩谷气具有限公司
中華人民共和国
珠海

68,167
千RMB

エアゾール・
燃料充填事業

25.0

当社は珠海岩谷气具有限公司が充填した簡易コンロ
用ガスボンベを商社経由にて仕入れ、販売しており
ます。 
役員の兼任―１名



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数は就業人員であり、嘱託及び臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人数を外書で記載しておりま

す。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員は就業人員であり、嘱託及び臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人数を外書で記載しております。

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社の労働組合は日本瓦斯労働組合と称し、昭和47年９月１日に結成されましたが、加盟上部団

体はありません。 

平成19年３月31日現在の組合員数は425名(うち嘱託33名)であります。 

連結子会社８社のうち、東日本ガス㈱及び日本瓦斯工事㈱の２社は労働組合を結成しておりますが、

加盟上部団体はありません。 

なお、当社グループにおける労使の協調関係はきわめて円満に推移しており、特記すべき事項はあり

ません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

ガス事業 1,166 [286]

エアゾール・燃料充填事業 32 [51]

その他の事業 7 [0]

全社(管理部門) 27 [1]

合計 1,232 [338]

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

575[154] 36.4 9.7 5,379,447



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 
(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用情勢や賃金の増加に支えられ、出遅れていた個人消費は
持ち直しの兆しが見え、企業の設備投資も増加基調を保ち景気は緩やかな上昇軌道で推移致しました．
ガス業界におきましては、ガス機器製造メーカーの、一酸化炭素（ＣＯ）中毒事故における情報開示

の遅れから、業界の信用を著しく毀損させる状況が発生いたしました。当社グループでは、問題発生と
同時に当社独自の客先保安機器情報システムによって、プロジェクトチームを編成し、対象機器ご利用
のお客様への周知と無料点検を完了致しました。今後も「改正消費生活用製品安全法」を遵守しお客様
への適切な情報開示を行いガス事業者として安全業務を推進してまいります。 
このような状況下のもと、当社グループは中期５ヵ年計画「顧客数１００万軒・ガス販売数量１００

万トン」の達成のため、引き続き新規顧客の開発、省エネルギー・新エネルギー機器の拡販など、積極
的な営業活動、投資活動を展開し利益の拡大に向けた諸政策を実施してまいりました。 
その結果、当連結会計年度の売上高は、９６４億９千２百万円（前年同期比９.７％増）となりまし

た。一方利益面につきましては、前連結会計年度に引き続き原料であるＬＰガス仕入価格の高騰、暖冬
による単位消費量の減少に対し、顧客基盤の拡充投資に注力した結果、営業利益は５１億６千９百万円
（前年同期比３２.６ ％増）、経常利益は４７億８千万円（前年同期比３６.８％増）、当期純利益
は、１８億６千４百万円（前年同期比１３５.８ ％増）となりました。 
当連結会計年度の事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。 

[ガス事業] 

規制緩和、原料価格の高騰、競合エネルギーとの戦いなど、極めて厳しい事業環境下で、環境を中心
とするガス体エネルギーに対する社会的要請は、益々多様化、高度高質化して参りました。このような
状況下で、当事業はグループの総力を結集して、地域社会に貢献する事業活動を展開し、顧客基盤の拡
大に努めて参りました。その他、安全面では埋設導管の積極的な耐震対策の促進や消費者への安全啓蒙
活動の徹底、エネルギーの多様化では引き続き天然ガス導入の拡大、環境面では家庭用燃料電池のフィ
ールドテストなどにも取り組んで参りました。 
その結果、当事業の売上高は９０１億２千８百万円と前連結会計年度に比べ、８１億８千万円（前年

同期比１０．０％増）の増収となりました。また、営業利益につきましては５７億５百万円と前連結会
計年度に比べ、１１億５千万円（前年同期比２５.３％増）の増益となりました。 

[エアゾール・燃料充填事業] 

当連結会計年度の主力製品であります簡易コンロ用ガスボンベは、需要拡大に努力し、出荷本数およ
び売上高で、前連結会計年度に比べ１５.０％増となりました。 
一方、エアゾール製品につきましては、海外取引は増加したものの、国内製造品の自動車関連商品が

低迷し、前連結会計年度と比べ２.９％の増加にとどまりました。 
その結果、当事業の売上高は、６１億１千１百万円となり、前連結会計年度に比べ５億５千４百万円

(前年同期比１０.０％増)増収となりました。また、営業損失は３千７百万円となりましたが、前連結
会計年度に比べ４千２百万円改善されました。 

[その他の事業] 

その他の事業につきましては、販売努力を積み重ねましたものの、売上高は２億５千２百万円と前連
結会計年度に比べ１億７千７百万円(前年同期比４１．２％減)の減収となり、営業利益は３千１百万円
で、前連結会計年度に比べ６千８百万円改善されました。 
  

  
(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度の現金及び現金同等物は、グループ全体として１３億８千８百万円増加し、当連結会
計年度末残高は６６億４千６百万円（前連結会計年度末比２６.４％増）となりました。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
税金等調整前当期純利益４３億４千２百万円に、ガス事業の減価償却費やたな卸資産の減少等によ

り、営業活動による資金の増加は１１２億３千万円と前連結会計年度に比べ１４億８千３百万円収入が
増加しました。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
ガス事業の機械装置購入や繰延資産(開発費)の取得等により、投資活動による資金の減少は１１９億

６百万円と前連結会計年度に比べ４億５千１百万円支出が増加しました。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
借入金の増加等により、財務活動による資金の増加は１９億８千万円と前連結会計年度に比べ１３億

８千１百万円収入が増加しました。  
  
  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 
当社グループは販売を主として行っており、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注実績を金

額あるいは数量で示すことは行っておりません。なお、金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(1) 販売実績 

  

 
  

１) ガス事業の販売実績 

  

 
  

２) エアゾール・燃料充填事業の販売実績 

  

 
  

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

(18.4.1～19.3.31)
前連結会計年度 

(17.4.1～18.3.31)

ガス事業(百万円) 90,128 81,947

エアゾール・燃料充填事業(百万円) 6,111 5,556

その他の事業(百万円) 252 429

合計(百万円) 96,492 87,934

区分
当連結会計年度

(18.4.1～19.3.31)
前連結会計年度 

(17.4.1～18.3.31)

ガス販売量(t) 505,464 450,186

ガス(百万円) 66,437 57,875

機器(百万円) 15,326 15,641

受注工事(百万円) 6,706 7,173

その他(百万円) 1,657 1,257

合計(百万円) 90,128 81,947

区分
当連結会計年度

(18.4.1～19.3.31)
前連結会計年度 

(17.4.1～18.3.31)

ライター用・簡易コンロ用 
ガスボンベ等(百万円)

3,746 3,257

エアゾール製品等(百万円) 2,365 2,298

合計(百万円) 6,111 5,556



３ 【対処すべき課題】 
今後の経済情勢につきましては、米国・中国経済の先行きや為替、金利の動向など不安定要素はあるも

のの、景気は引き続き回復基調をたどるものと思われます。 

このような状況のもと、当社グループは「規制緩和」と「技術革新」、事業再編法を軸とする「会社法

の施行」、「金融商品取引法の施行」によって、エネルギー業界に対する社会的要請が、多様化、高質化

する中で、「エネルギーの大競争時代」はますますその厳しさを増すものと思われます。５４期もそのた

めの基盤整備に対する積極投資をさらに進めてまいります。特に営業面では、顧客基盤拡充中期５ヶ年計

画達成の２年目を向かえその達成にむけて資本効率、投資回転率を徹底した資産の洗い直しと資本政策の

見直しに加え、労働資本の高質化に対する積極的投資、制度改革を平衡して革新的に進めてまいります。

もとより、当社グループの最も重要な「商品」は安全と安定供給であります。消費者を包括する地域社

会の厳しい要求に耐えうるサービスの質とコストをどのように構成し差別化するかは、規制領域と非規制

領域が混在する事業環境下では、経営トップの事業意欲が最も反映する部分だと認識しています。当社グ

ループでは公益に資するための事業制度の改正や、グローバルなエネルギー環境の変化が進む中で、将来

の構成原価のすべてが様々な取引制度の改革とともにポートフォリオ化すると想定しており、そのために

現状なし得る組織の改革と、基盤整備に積極的に投資してまいります。自由化が進む中での民生用料金制

度は、競合エネルギーとの価格競争に勝ち残り、平等から公平に、公平から公正にと生活動態に応じた

様々なソリューション料金メニューの時代に入ると想定されます。電気も熱エネルギーも造れるというガ

ス体エネルギーの素材としての可能性と真摯に向き合い、「戦う集団」の人財活性化による地域貢献と長

期を見据えた企業価値の向上に努めてまいります。 
  
株式会社の支配に関する基本方針 

１.基本方針 

当社グループが企業価値を維持・向上するためには、当社の供給エリアである関東一円の一般家庭

に、安全且つ安定的に、より安価にガス体エネルギーを供給し続けるとともに、その特性である快適

性,経済性,省エネ性,環境性などを提供することが不可欠であると考えております。そのためには、

消費者の生活を支えるライフライン・社会資本ともいうべき、ガス本支管等の既存設備の経年管理

に、積極的且つ創造的な再投資に努めて参るとともに、緊急災害時に対応する基幹設計の更なる充実

と、新たな供給システムの開発に積極的に取り組むなど、長期的な観点から財務及び事業の方針を決

定し、消費者・地域社会をはじめとするステークホルダーズとの信頼関係を構築していかなければな

りません。当社取締役会は、このような長期的な観点から、当社の財務及び事業の方針を決定するこ

とを嫌い、当社がこれまで築き上げてきた地域社会や使用人、協力会社、金融機関等ステークスホル

ダーズとの信頼関係を破壊し、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあ

る株式買付行為を行う者は、当社の方針の決定を支配する者として、適切ではないと考えておりま

す。 

２.基本方針実現のための取組み 

当社は、上記基本方針を実現するための取組みとして、平成18年2月9日開催の取締役会により、企

業価値向上プランを導入し、同年6月9日の一部改正を経て、同年6月29日開催の第52期定時株主総会

において承認を得ました。なお、平成19年6月12日開催の取締役会において、金融商品取引法の施行

に合わせて、一部改正を行いました。その概要は、以下の通りであります。同プランの全文は当社ホ

ームページにおいて閲覧することができます。 

 （http://www.nichigas.co.jp/human/ir/torikumi/index.html） 

Ⅰ．「日本瓦斯グループの経営理念～持続的成長を目指して～」の策定 

当社は、中長期的観点から持続的成長を可能とするため、当社経営陣により、あらかじめ経営理念

(日本瓦斯グループの経営理念～持続的成長を目指して～)を策定・公表した上で経営を行い、株主の

皆様に業績評価をして頂くことが、当社経営陣の経営責任の明確化に資すると考え、当社グループの

現在の状況を踏まえ、次のとおりグループ経営理念を策定します。 

①地域社会に対する貢献 

②企業の持続的成長を目指す 

③人的資源の尊重 

Ⅱ．経営評価委員会の設置 

当社は、上記経営理念の公表と合わせて、企業価値及び株主共同の利益の維持・向上に向けた取り

組みについて、外部から客観的な意見を求めてガバナンス機能を強化するため、当社取締役会から独

立した外部有識者をメンバーとする経営評価委員会を設置しました。現在委員には、井手秀樹慶応大

学商学部教授を委員長として、稲葉威雄早稲田大学大学院法務研究科客員教授、塩崎勤法政大学大学

院法務研究科教授が就任しております。 

Ⅲ．企業価値向上プランの導入 



    1.企業価値向上プラン導入の目的-企業価値・株主共同の利益の維持・向上 

当社取締役会は、特定の株主グループによる当社発行済株式(当社保有自己株式を除く)の株券

等保有割合が20%以上となる買付提案(以下、単に「買付提案」といいます。)又は買付行為が、

当社の企業価値・株主共同の利益を毀損する買収類型に該当するか否かを判断するためのルール

(以下、「企業価値向上プラン」といいます。)を策定し、企業価値・株主共同の利益を毀損する

買収類型に該当すると判断した場合には、企業価値及び株主共同の利益の維持・向上という目的

のために、対抗措置として取得条項付新株予約権の無償割当てを行うことといたしました。 

   2.当社株式の買付提案及び買付行為への対応方針 

     (企業価値向上プランの内容) 

     (1)企業価値向上プランの対象となる買付者 

企業価値向上プランの対象となる買付者は、特定の株主グループによる当社発行済株式(当社

保有自己株式を除く)の株券等保有割合が20%以上となる買付提案又は買付行為を行おうとする者

(以下、「買付者」といいます。)です。 

    (2)必要情報提供手続 

買付者には、当社発行済株式(当社保有自己株式を除く)の株券保有割合が20%以上となる買付

行為(以下、「大規模買付行為」といいます。)を行う前に、当社取締役会に対して、買付提案を

行っていただきます。当社取締役会は、買付者の買付提案が具体的に当社の企業価値及び株主共

同の利益を毀損するものではないかを判断するために、買付者からの買付提案を受けた後、5営

業日以内に、必要情報の提供を要請します。買付者から十分な情報提供がなされた場合又は複数

回にわたる情報要請にかかわらず買付者から十分な情報提供がなされなかった場合、当社取締役

会は受領した情報を、直ちに独立の外部専門家3名により構成され、別に設置される経営評価委

員会に上程します。 

   (3)経営評価委員会及び取締役会による検討手続 

当社取締役会から必要情報の上程を受けた経営評価委員会は、外部専門家の助言を受ける等し

ながら、買付提案の検討・分析を行い、当社取締役会が買付者から受領した必要情報の上程を受

けてから60営業日以内(但し、経営評価委員会は、必要がある場合には、この期間を30営業日に

限り延長することができるものとします。)に、当社取締役会に対して、対抗措置の発動の要否

について勧告します。 

   (4)経営評価委員会による検討・分析事項 

経営評価委員会は、以下の事項の該当性につき検討・分析し、いずれかに該当すると判断した

場合には、当社取締役会に対して対抗措置の発動を勧告し、いずれにも該当しないと判断した場

合には、対抗措置の不発動を勧告します。 

①買付者が当社取締役会より複数回にわたる情報提供の要請を受けたにもかかわらず、株主が

当社株式を買付者に譲渡するか、保持し続けるかを判断するために十分な情報を提供しない場合

であり、且つ当該時点で対抗措置を発動しない場合には当社の企業価値及び株主共同の利益を毀

損するおそれがあると認められる。 

②濫用的買収者である(以下のいずれかに該当すること) 

(i)買付者が、真に当社の経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて

高値で株式を当社又は当社の関係者に引き取らせる目的で、当社株式の買付提案又は買付行為を

行っている(いわゆるグリーンメイラーである)ことが客観的かつ合理的に認められる。 

(ⅱ)買付者が、当社の経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハ

ウ、企業秘密情報、主要取引先や顧客等を当該買付者や、そのグループ会社等に移譲させる等、

いわゆる焦土化経営を行う目的で、当社株式の買付提案又は買付行為を行っていることが客観的

且つ合理的に認められる。 

(iii)買付者が、当社の経営を支配した後に、当社の資産を当該買付者やそのグループ会社等

の債務の担保や弁済原資として流用する予定で当社株式の買付提案又は買付行為を行っているこ

とが客観的且つ合理的に認められる。 

(ⅳ〉買付者が、当社の経営を一時的に支配して当社の事業に当面関係していない不動産、有

価証券等、高額資産等を売却等処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるか、あ

るいは一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って株式の高価売り抜けをする目的で、当社

株式の買付提案又は買付行為を行っている場合等、当社を食い物にしようとしていることが客観

的且つ合理的に認められる。 

(v)買付者が、二段階での強圧的な買付(最初の買付条件を有利に、二段階目の買付条件を不利

に(あるいは明確にしないで)設定するような行為のことをいい、最初の買付行為に応じなければ

不利益を被るような状況を作り出し、株主の皆様に売り急がせる買付手法のことをいいます。)

を予定して、当社株式の買付提案又は買付行為を行っていることが、客観的且つ合理的に認めら

れる。 

③買付後の経営計画又は事業計画が著しく不合理であり、買付者による買付後に当社の企業価



値及び株主共同の利益が毀損されることが明らかである。 

④(現経営陣の経営計画又は事業計画が、経営評価委員会に上程された場合で)買付後の経営計

画又は事業計画が、現経営陣の経営計画又は事業計画(買付者による買付提案に対する代替案を

含みます。)と比較して、明白に劣っており、買付者による、買付後に当社の企業価値及び株主

共同の利益が毀損されることが明らかである。 

  (5)経営評価委員会による勧告の尊重 

当社取締役会は、経営評価委員会の勧告を受け、対抗措置発動の要否を決定します。その判断

の際には、経営評価委員会による勧告を最大限尊重いたします。 

   (6)取締役会の検討内容の開示 

当社取締役会は、対抗措置を発動する旨の決議をした場合、速やかに、当該決議をした旨及び

その理由を開示いたします。また、対抗措置を発動しない旨の決議をした場合でも、買付提案が

当社取締役会の経営計画又は事業計画(買付者による買付提案に対する代替案を含みます。)に劣

り、当社の企業価値及び株主共同の利益の維持・向上に反すると判断した場合には、その旨の意

見表明を行い、当社取締役会の経営計画又は事業計画〈買付者による買付提案に対する代替案を

含みます。)を適切な時期に開示し、株主の皆様のご判断を仰ぎます。 

  3.対抗措置の内容 

対抗措置として割当てられる取得条項付新株予約権の概要は、以下の通りです。 

   (1)新株予約権の割当対象となる株主及びその条件 

当社取締役会が対抗措置を発動する旨の決議をした後に開催される取締役会の決議で、決定さ

れる割当期日(以下、「割当期日」といいます。)時点における最終の株主名簿又は実質株主名簿

に記載又は記録された株主に対し、その保有株式1株につき1個の割合で新株予約権を割当てる。

   (2)取得条項 

新株予約権の割当てに関する決議を行う取締役会において、決定される取得条項成就日が到来

することを条件として、当社はこの新株予約権を取得し、代わりに当社普通株式3株を限度とし

て交付する。 

   (3)取得条件 

買付者及び買付者を含む特定の株主グループに属するものが、新株予約権の割当を受けた場合

には、当該新株予約権者である買付者及び買付者を含む特定の株主グループに属する者から、そ

の保有する新株予約権を取得し、代わりに当社普通株式を交付することを行わない。 

3.基本方針実現のための取組みについての取締役会の判断及びその理由 

上記取組みのうち、「Ⅰ.『目本瓦斯グループの経営理念～持続的成長を目指して～』の策

定」及び「Ⅱ.経営評価委員会の設置」については、当社事業の特性に基づいて、当社:の企業価

値ひいては株主共同の利益を維持・向上することを直接の目的として行われるものであるから、

基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社会社役員の地位の維持を目

的とするものではございません。また、「Ⅲ.企業価値向上プランの導入」につきましても、以

下の理由から、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社会社役員の

地位の維持を目的とするものではございません。 

  (1)買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること 

本プランは、経済産業省および法務省が平成17年5月27日に発表した企業価値・株主共同の利

益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則を充足しています。 

   (2)株主意思を重視するものであること 

本ルールは、平成18年6月29日開催の第52回定時株主総会において、定款変更議案及び本プラ

ンの継続をご了承いただいたことによって、株主の皆様のご信任を得ております。また、今後

も、取締役選任議案(企業価値向上プランの継続を支持する取締役の選任をお諮りします。)とし

て、株主の皆様の意思を反映させていくことを予定しております。 

   (3)独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

経営評価委員会は、有事にも当社取締役会の恣意的行動を厳しく監視するとともに、その判断

の概要については、当社ホームページにおいて株主の皆様に情報開示されており、本プランの透

明な運営が行われる仕組みが確保されています。 

   (4)合理的な客観的要件の設定 

本ルールは、合理的且つ客観的な要件が充足されなければ発動されないように設定されてお

り、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。

   (5)デットハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと 

本プランは、今後も株主総会において、取締役選任議案を通じて株主の皆様の意思を反映させ

ていくことを予定しておりますので、株主総会決議により廃止できない又は時間を要する、いわ

ゆるデットハンド型・スローハンド型の買収防衛策ではございません。 
  

４ 【事業等のリスク】 
有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響



を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり

ます。 

当社グループの基幹事業であるガス事業の収益性は、主として次の要因により左右されます。 

①気温・水温の変動によるガス需要への影響 

当社グループの売上高の大半を占めている「ガス事業」の性質上、気温・水温の変動がガス需要に影響

を及ぼす可能性があります。但し、当社グループは積極的な顧客基盤の拡充政策や、ＧＨＰを代表とする

空調機器や小型コージェネ機器（エコウィル）、床暖房などの拡販により、これらの影響を最小限にすべ

き努力をしております。 

②自然災害のリスク 

当社及びグループ都市ガス各社は、地中に埋設された導管網により多くのお客様にガスを供給しており

ます。地震など大規模自然災害が発生した場合に備え、当社グループは、耐震性にすぐれたポリエチレン

管による施工を開発当初より積極的に導入してまいりました。更に阪神・淡路大震災の復旧支援時での教

訓や新潟中越地震、釧路沖地震でポリエチレン管への被害事例が見当たらなかった実績により、すべての

白ガス管からの入替を地震対策の最大のテーマと定め、入替促進による普及率の向上に邁進しておりま

す。また、地震対策マニュアルの作成、毎年実施しております防災訓練により社員の防災意識の高揚やグ

ループ各社間の広域支援体制等の確立などを図り、災害による影響を最小限にとどめるよう対策を講じて

おります。 

③ガス原料価格と為替相場の予想以上の大幅な変動 

ＬＰガス原料は中近東からの輸入に依存し、政情悪化で原料が高騰したり、為替レートが円安にふれた

場合に業績に悪影響を及ぼす可能性があります。都市ガス及び簡易ガスの原料価格・為替相場変動による

影響については、原料費調整制度の適用によりガス販売価格に反映して転嫁することが可能ですが、上限

バンドによる制約や反映までのタイムラグにより決算期を越えて影響が発生する可能性があります。これ

らに対処するため、当社グループの中では、すでに、比較的価格が安定的で中近東に依存しない天然ガス

に切替済2社、切替中2社があります。また、簡易ガス団地に導管により天然ガスを受け入れ、一般ガス事

業として千葉県我孫子地区、成田地区、埼玉県蓮田地区および神奈川県川崎地区で切替済で、栃木県真岡

地区で切替を実施中であります。 

④一般ガス事業の規制緩和のリスク 

ガス事業法が平成１９年４月１日に改正され、一般ガス事業者の供給区域内において年間使用量が１０

万ｍ3を超える大口のお客様は、自由に購入先のガス事業者を選択できることとなり、他の事業者との競

合が今まで以上に激しくなって参ります。そのため当社グループでは、多様化する顧客ニーズに迅速かつ

的確に対応するため、総合エネルギーソリューションの構築など様々な事業戦略を図っております。 

ガス事業以外の事業は、それぞれ依拠する市場の変化により収益性は左右されますが、各事業の業務執

行状況を把握し、迅速に対策を講じることにより影響の軽減に努めております。 

⑤個人情報の管理について 

当社グループが事業を行うために取得・管理しているお客さまの個人情報については適正な保護を重大

な責務と認識しております。個人情報保護法その他の関係法令の遵守は従業員及び保安、配送等業務委託

先も含め徹底した教育をし、情報管理には万全を期しております。しかし、万が一、外部へ情報漏洩など

の事態が発生した場合には、当社グループの信用の失墜や損害賠償責任等の生じる可能性があります。 
  



５ 【経営上の重要な契約等】 
特記すべき事項はありません。 

  
６ 【研究開発活動】 

当社は、エアゾール・燃料充填事業において研究開発活動を行っております。 

  実務としては、取手工場内の研究施設に専任のスタッフを配し、医療部外品・化粧品・工業用品・自動

車用品について従来製品と異なる付加価値のある製品開発を行っております。 

 近年は、環境対応の消臭除菌材から健康および生活用品にテーマを絞り込み同事業の注力分野としてお

ります。 

 当社の製販一体のブランドとしては、環境浄化スプレー（ＳＣＰミスト®生成）ティフタに始まり、シ

ェービングフォームからスポーツ関連の冷却材の開発に取り組んでおります。 

  また化学薬品分類のＧＨＳ表示にも積極的に取り組み、燃料関係では、廃棄容器処理問題に対応すべく

ヒートパネルの装着からエアゾールの中身排出機構の研究として、高性能キャップ開発の取り組みなど安

全や環境をテーマにした研究にも取り組んでおります。 

  これらの研究開発に要した費用は当連結会計年度において２０百万円であります。 
  
７ 【財政状態及び経営成績の分析】 
(1) 当連結会計年度の経営成績の分析 

①売上高の状況 
当連結会計年度の売上高は９６４億９千２百万円と前連結会計年度に比べ、８５億５千７百万円（前

年同期比９.７％増）の増収であり、そのうち主力事業であるガス事業の売上高は、９０１億２千８百
万円と、前連結会計年度に比べ、８１億８千万円（前年同期比１０.０％増）の増収となりました。 
主な増収要因としましては、新規顧客の増加によるものであります。需要家戸数については、グルー

プ全体として前期末より４万３千戸増加して当期末７４万２千戸になりました。 
  

②営業利益の状況 
売上原価は売上高の増加並びに原料価格の異常な高騰に伴い、前連結会計年度末から５８億６千７百

万円（前年同期比１１.１％増）増加し５８８億３千８百万円となりました。 
売上原価率は前連結会計年度の６０.２％から０．８ポイント悪化し、６１.０％となりました。 
販売費及び一般管理費は、経費削減に努めましたが新規顧客の増加に伴う関連費用の増加があり、総

額として前連結会計年度に比べ１４億１千９百万円（前年同期比４．６％増）増加し３２４億８千４百
万円となりましたが、対売上高比率は、３５.３％から、１.６ポイント改善し３３．７％となりまし
た。 
その結果、営業利益は５１億６千９百万円と前連結会計年度に比べ１２億７千万円（前年同期比３

２．６％増）の増益となりました。 
  

③経常利益の状況 
営業外損益については、前連結会計年度に比べ１千５百万円良化しました結果、経常利益は４７億８

千万円と前連結会計年度に比べ１２億８千６百万円（前年同期比３６.８％増）の増益となりました。
  

④当期純利益の状況 
特別損益においては、特別損失として、販売用不動産評価損を３億１千万円、固定資産売却損を１億

９百万円を計上し、総額で６億５千７百万円となり、前連結会計年度に比べ１千万円（前年同期比１．
７％増）増加しました。 
以上の結果、税金等調整前当期純利益は前連結会計年度に比べ１４億８千５百万円（前年同期比５

２.０％増）増加の４３億４千２百万円となり、当期純利益は前連結会計年度に比べ１０億７千３百万
円（前年同期比１３５.８％増）増益の１８億６千４百万円となりました。 
１株当たり当期純利益は、前連結会計年度１７円６７銭から当連結会計年度４１円８０銭となりまし

た。 
  



(2) 当連結会計年度のキャッシュ・フローの分析 
当連結会計年度の現金及び現金同等物は、グループ全体として１３億８千８百万円増加し、当連結会

計年度末残高は６６億４千６百万円（前連結会計年度末比２６.４％増）となりました。 
営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ1４億８千３百万円収入が増加し、１

１２億３千万円となりました。主な要因は、主力事業であるガス事業の新規顧客の増加に伴う税引前当
期純利益の増加によるものであります。 
投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ、４億５千１百万円支出が増加し、１

１９億６百万円となりました。主な要因は、ガス事業の機械装置購入や連結子会社である新日本瓦斯
㈱、北日本ガス㈱等の熱量変更作業に伴う支出（開発費）の増加であります。 
財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ、１３億８千１百万円収入が増加し、

１９億８千万円となりました。主な要因は、投資活動によるキャッシュフローの増加に伴い、新規長期
借入れが増加したこと、又、長期借入金の返済が減少したことによるものであります。 
  

(3) 当連結会計年度末の財政状態の分析 
当連結会計年度末の総資産は前連結会計年度末に比べ４８億７千５百万円（４．３％増）増加し、

１，１８２億７千万円となりました。 
流動資産は、前連結会計年度末に比べ１６億７百万円（６．５％増）増加し、２６２億７千８百万円

となりました。主な増加要因は、売上高の増加に伴う受取手形及び売掛金が７億２千３百万円と現金及
び預金が１４億４千２百万円増加したことによるものです。 
固定資産は、前連結会計年度末に比し１９億５千６百万円（２．２％増）増加し、８９３億１千２百

万円となりました。主な増加要因は設備投資に伴う有形固定資産が３３億２千４百万増加したことによ
るものです。 
繰延資産は、連結子会社 新日本瓦斯㈱、北日本ガス㈱等の熱量変更作業に伴う支出の開発費計上に

より、前連結会計年度末に比べ１３億１千１百万円（９５．８％増）増加し、２６億８千万円となりま
した。 
当連結会計年度末の負債の合計は、前連結会計年度末に比べ３７億５千６百万円（４．９％増）増加

し、８０１億５千７百万円となりました。主な増加要因は、開発費の支出等に伴う借入金が３４億６千
１百万円増加したことによるものです。 
当連結会計年度末の純資産の合計は、前連結会計年度末に比べ１１億１千８百万円（３．０％増）増

加し、３８１億１千３百万円となりました。主な増加要因は、当期純利益の増加に伴い利益剰余金が前
連結会計年度末に比べ１０億３千万円（６．５％増）増加したことによるものです。 
自己資本比率は、前連結会計年度末の２３．９％から２３．４％となり０．５％低下しました。 
１株当たり純資産額は、前連結会計年度末の６０８円９銭から当連結会計年度末６２１円６１銭へと

増加しました。 
当社は経営に必要な流動性の確保及び健全なバランスシートの維持を財務方針としております。 
  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループの設備投資は、当連結会計年度におきましてはＬＰガス並びに都市ガスの供給体制の安定・合

理化をはかるため、また、新規需要に対処するためガス事業を中心として実施いたしました。 

主なものとしましては、当社における本社（東京都）社屋の購入、取手工場（茨城県）の倉庫の新築、真岡

市大谷東団地（栃木県）・日吉台ニュータウン（（一般ガス）千葉県）・蓮田グリーンタウン（（一般ガス）

埼玉県）・大野みゆき団地（神奈川県）に対するガス供給設備、また、東彩ガス株式会社における越谷市西大

袋土地区画整理地区導管工事（埼玉県）、新日本瓦斯株式会社における久喜市内導管工事（埼玉県）、東日本

ガス株式会社における我孫子市導管入替工事（千葉県）、北日本ガス株式会社における小山市内導管工事（栃

木県）などであります。 

この結果、当社グループの設備投資額は１２８億１千１百万円（有形固定資産９９億２百万円、無形固定資

産６億５千万円、長期前払費用１億３百万円、開発費２１億５千５百万円）となりました。 

なお、生産能力に重要な影響を及ぼす設備の売却、撤去等はありません。  

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

 
(注) １ 投下資本額は平成19年３月末帳簿価額によっており、建設仮勘定は含まれておりません。 

２ 貸与は関係会社へのものであります。 

３ 事業所欄の簡易ガス事業設備及びＬＰガス供給設備はガス発生設備、導管・ガスメーター・容器等でありま

す。 

４ 従業員数は就業人員であり、平均嘱託及び臨時従業員数は〔 〕内に外数で記入しております。 

事業所 
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

土地 建物及び
構築物 
(百万円)

機械装置
及び運搬具
(百万円)

工具器具 
及び備品 
(百万円)

合計 
(百万円)

従業
員数 
(名)面積

(㎡)
金額

(百万円)

営業所54ヶ所 
(東京都他８県)

ガス事業 販売設備 25,697.11  1,762 894 14 136 2,808
482

〔100〕

簡易ガス事業設備 
(東京都他８県)

〃 ＬＰガス販売施設 82,435.91  4,999 714 5,431 14 11,159 ―

ＬＰガス供給設備 
(東京都他７県)

〃 〃 34,800.14  2,448 757 1,880 13 5,100 ―

ＬＰガス充填基地４
ヶ所 
(東京都西東京市他)

〃 〃 9,415.57  153 270 116 16 558 4
〔2〕

プラント２ヶ所 
(茨城県取手市他１
県)

エ ア ゾ ー
ル・燃料充
填事業

エアゾール製品充
填・ライター及び
簡易コンロ用ガス
ボンベ充填

19,107.52  165 558 171 13 908
20

〔49〕

本社事務所 
(東京都中央区)

全社・ガス
事業ほか

全社的管理及び販
売設備

197.87  591 623 1 47 1,264
69
〔3〕

貸与 
(山梨県上野原市)

ガス事業 簡易ガス事業用地 1,304.18  160 ― ― ― 160 ―

社宅・寮・その他 
(東京都町田市他)

全社ほか 社宅・寮・その他 28,305.84  1,997 736 20 3 2,758 ―

小計 ― ― 201,264.14  12,278 4,556 7,635 246 24,717
575

〔154〕

未実現利益 
(一括控除)

― ― ― 0 △ 78 △ 502 △ 2 △ 584

合計 201,264.14  12,278 4,478 7,132 243 24,132
575

〔154〕



(2) 連結子会社 

  

 
(注) １ 投下資本額は平成19年３月末帳簿価額によっており、建設仮勘定は含まれておりません。 

２ 上表中の土地( )内は賃借中のもので、外書で示しております。 

３ 従業員数は就業人員であり、平均嘱託及び臨時従業員数は〔 〕内に外数で記入しております。。 

４ 上表のほかリース資産の期末残高相当額として、機械装置及び運搬具263百万円、工具器具及び備品117百万

円があります。 

  

会社名 
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

土地 建物及び
構築物 

(百万円)

機械装置
及び運搬具
(百万円)

工具器具 
及び備品 
(百万円)

合計 
(百万円)

従業
員数 
(名)面積 

(㎡)
面積
(㎡)

金額
(百万円)

東彩ガス㈱ 
(埼玉県春日部市)

ガス事業
都市ガス 
販売施設

41,616.35  (435.20) 1,901  1,130  15,637  130  18,800 
243

〔15〕

新日本瓦斯㈱ 
(埼玉県北本市)

ガス事業
都市ガス 
販売施設

31,343.98  (1,646.00) 1,391  333  5,741  76  7,543 
118

〔18〕

東日本ガス㈱ 
(千葉県我孫子市)

ガス事業
都市ガス 
販売施設

35,273.71  (1,916.82) 834  443  7,695  43  9,017 
103

〔24〕

北日本ガス㈱ 
(栃木県小山市)

ガス事業
都市ガス 
販売施設

11,454.35  (7,329.64) 487  418  4,524  34  5,464 
 73

〔11〕

日本瓦斯工事㈱
(東京都中央区)

ガス事業
受 注 工 事
設備 1,734.00  (1,014.00) 106  11  14  14  146 

34
〔3〕

日本瓦斯運輸整備
㈱ 
(東京都西東京市)

ガス事業
輸 送 用 車
輌

4,631.00  ― 144  15  160  0  319 
76

〔104〕

リノーバ東日本㈱ 
(千葉県我孫子市)

ガス事業
そ の 他 設
備

― ― ― 0  3  0  4 
5

〔1〕

㈱ユピア新日本 
(埼玉県久喜市)

ガス事業 
その他の 
事業

そ の 他 設
備

― ― ― ― 0  0  1 
5

〔8〕

合計 126,053.39  (12,341.66) 4,865  2,351  33,778  302  41,298 
657

〔184〕



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注) 既支払額は平成19年３月31日現在のものを示しております。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

事業の種類 
別セグメン 
トの名称

設備内容
予算金額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着工年月
完成予定
年月

資金調達 摘要

（提出会社） ガス事業 ＬＰガス製
造設備

1,833 33 19.4 20.3 自己資金 大宮東新井
団地ほか

〃 ＬＰガス供
給設備

1,190 290 19.4 20.3 〃 二宮ニュー
タウンほか

〃 事務所新築 100 ― 19.4 20.3 〃 つくば営業
所建設ほか

（連結子会社）

東彩ガス㈱ ガス事業 都市ガス供
給設備

5,001 999 19.4 20.3 自己資金及
び借入金

春日部市、
越谷市、吉
川市、さい
たま市岩槻
区、松伏町
地区内導管
工事ほか

〃 ＬＰガス供
給設備

70 0 19.4 20.3 〃 バルク供給
設備ほか

新日本瓦斯㈱ 〃 都市ガス供
給設備

1,035 45 19.4 20.3 〃 北本市、桶
川市、久喜
市地区内導
管工事ほか

〃 ＬＰガス供
給設備

150 ― 19.4 20.3 〃 バルク供給
設備ほか

〃 天然ガス転
換設備

44 ― 19.4 20.3 〃 熱変設備

東日本ガス㈱ 〃 都市ガス供
給設備

1,744 12 19.4 20.3 〃 我孫子市、
取手市地区
内導管工事
ほか

北日本ガス㈱ 〃 都市ガス供
給設備

614 16 19.4 20.3 〃 小山市、鹿
沼市地区内
導管工事ほ
か

〃 ＬＰガス供
給設備

137 ― 19.4 20.3 〃 配管工事ほ
か

〃 天然ガス転
換設備

31 11 19.4 20.3 〃 熱変設備

日本瓦斯運輸整
備㈱

〃 輸送用車輌 119 ― 19.4 20.3 〃 ローリー車
ほか



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 
  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 
  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 旧商法293条ノ93の規定に基づき、資本準備金の一部を資本金に組入れたものであります。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「個人その他」及び「単元未満株式の状況」欄には、自己株式がそれぞれ201単元及び891株含まれておりま

す。 
２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2単元含まれております。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 179,846,100

計 179,846,100

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 44,961,525 44,961,525
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 44,961,525 44,961,525 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成16年７月１日 ― 44,961,525 549 5,000 △549 4,385

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

 
― 
 

49 13 106 35 ― 2,026 2,229 ―

所有株式数 
(単元)

 
― 
 

21,757 103 11,642 460 ― 10,713 44,675 286,525

所有株式数 
の割合(％)

 
― 
 

48.70 0.23 26.06 1.03 ― 23.98 100 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １  ＡＣレモン株式会社から平成18年10月６日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成18年10月１日現在

で以下の株式を所有している旨の報告を受けましたが、当社として当事業年度末現在における実質所有株式

数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めていません。また、平成18年10月１日に商号がカマ

タ株式会社からＡＣレモン株式会社に変更されております。 

なお、大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

 
   ２  株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成18年５月15日付の大量保有報告書の写しの送付があ

り、平成18年４月30日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けましたが、当社として当事業年度末

現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めていません。 

なお、大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

 
  
  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
(退職給付信託岩谷産業口)

東京都港区浜松町２丁目11－３ 6,700 14.90

ＡＣレモン株式会社  東京都港区港南１丁目８-27 2,379 5.29

東陽ガス株式会社 千葉県松戸市馬橋2301－２ 2,226 4.95

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿１丁目28－１ 1,604 3.56

資産管理サービス信託銀行株式会社
(みずほ信託退職給付信託みずほ銀行口）

東京都中央区晴海１丁目８－12 1,604 3.56

野村信託銀行株式会社 （退職給付信託 
三菱東京ＵＦＪ銀行口）

東京都千代田区大手町２丁目２－２ 1,350 3.00

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 1,180 2.62

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 994 2.21

野村信託銀行株式会社 （退職給付信託 
三菱ＵＦＪ信託銀行口）

東京都千代田区大手町２丁目２－２ 900 2.00

レモンガス株式会社 神奈川県平塚市高根１ 816 1.81

計 ― 19,754 43.93

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

ＡＣレモン株式会社 ほか 東京都港区港南１丁目８-27 ほか 3,258 7.25

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

野村信託銀行株式会社（退
職給付信託三菱東京ＵＦＪ
銀行口） ほか

東京都千代田区大手町２丁目２－２
ほか

3,669 8.16



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。なお、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数2個が含まれておりません。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

普通株式
(自己保有株式)

201,000
(相互保有株式)

309,000

― 
 

―

完全議決権株式(その他) 普通株式
44,165,000

 
44,163

―

単元未満株式 普通株式
286,525

― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 44,961,525 ― ―

総株主の議決権 ― 44,163 
 

―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

 (自己保有株式) 
日本瓦斯㈱

中央区八丁堀２－10－７ 201,000 0 201,000 0.44

 (相互保有株式) 
日本瓦斯運輸整備㈱

西東京市芝久保町 
１－23－１

309,000 0 309,000 0.69

計 ― 510,000 0 510,000 1.13



２ 【自己株式の取得等の状況】 

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 
（注）当期間における取得自己株式数には平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含まれておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
（注）当期間における保有自己株式数には平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含まれておりません。 

  

３ 【配当政策】 

利益配分につきましては、安定配当の継続を基本方針として、配当性向の向上に努めてまいります。当
社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本方針としております。配当の決定機関は、中
間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。当事業年度の剰余金の配当につきましては、継続的
な安定配当の基本方針のもと、１株当たり11円（うち中間配当５円５０銭）としております。内部留保資
金の使途につきましては、ＬＰガス及び都市ガスの供給体制の安定・合理化を図るための設備投資や、大
規模地震発生時などの有事に、ライフラインの安定的保全維持という社会的責任を担保する内部留保の充
実を図るとともに、顧客基盤拡充に向けた積極投資を充実させ、将来に向けた株主価値の向上に努めてま
いります。なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定めております。 
（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数（数） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 11,684 12,236,011

当期間における取得自己株式 1,737 1,946,467

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増し) 1,672 1,628 150 154

保有自己株式数 201,891 ― 203,478 ―

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成18年11月１日 取締役会決議 246 5.5

平成19年６月28日 定時株主総会決議 246 5.5



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 
  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 
  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 984 992 910 1,300 1,280

最低(円) 701 793 714 790 851

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

最高(円) 989 1,061 1,030 1,060 1,220 1,280

最低(円) 925 935 959 1,016 1,046 1,108



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 
会長

石 橋 幸 弘 昭和７年１月28日生

昭和25年４月 岩谷産業株式会社入社

（注）３ 499

昭和30年７月 当社入社

昭和33年７月 取締役就任

昭和35年７月 常務取締役就任

昭和47年８月 常務取締役営業本部長就任

昭和48年９月 代表取締役専務就任

昭和62年６月 代表取締役社長就任

昭和63年６月 取手ガス株式会社代表取締役社長

就任

昭和63年６月 我孫子ガス株式会社代表取締役社

長就任

昭和63年６月 久喜都市ガス株式会社代表取締役

社長就任

昭和63年６月 新日本瓦斯株式会社代表取締役社

長就任

昭和63年６月 小山都市瓦斯株式会社代表取締役

社長就任

昭和63年６月 鹿沼ガス株式会社代表取締役社長

就任

平成12年６月 代表取締役会長就任(現)

代表取締役 
副会長

後 藤 正 雄 昭和10年10月６日生

昭和33年３月 当社入社

（注）３ 613

昭和49年３月 開発営業部長

昭和49年９月 取締役開発営業部長就任

昭和62年６月 常務取締役開発営業部長就任

昭和62年10月 常務取締役営業本部長就任

平成５年６月 専務取締役営業本部長就任

平成11年６月 代表取締役副社長就任

平成12年６月 代表取締役社長就任

平成17年６月 代表取締役副会長就任(現)

代表取締役 
社長

営業本部長 和 田 眞 治 昭和27年４月３日生

平成２年12月 当社入社

（注）３ 52

平成７年１月 営業部西関東支店部長

平成８年６月 営業部長兼西関東支店長

平成９年６月 取締役営業部長兼西関東支店長就

任

平成12年６月 常務取締役営業本部西関東支店長

就任

平成13年４月 常務取締役営業本部営業統括兼西

関東支店長就任

平成14年４月 常務取締役営業本部営業統括就任

平成15年１月 常務取締役営業本部長就任

平成16年６月 専務取締役営業本部長就任

平成17年６月 代表取締役社長兼営業本部長就任

平成18年４月 代表取締役社長就任

平成19年４月 代表取締役社長兼営業本部長就任

(現)

常務取締役
管理本部長兼 
経財部長

中 山 雄 樹 昭和24年３月12日生

昭和52年２月 当社入社

（注）３ 20

平成６年７月 経理部長

平成９年４月 経財部長

平成12年６月 取締役経財部長就任

平成14年６月 常務取締役管理本部長代行兼経財

部長就任

平成15年６月 常務取締役管理本部長兼経財部長

就任(現)



 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常務取締役
営業支援本部

長
飯 島   徹 昭和29年２月24日生

昭和52年３月 当社入社

（注）３ 15

平成12年４月 企画業務部長

平成14年４月 北関東支店部長

平成15年１月 営業本部(保安部・企画業務部担

当)部長

平成15年６月 取締役営業本部保安部兼企画業務

部統括部長就任

平成15年10月 取締役営業本部企画業務部長就任

平成16年12月 取締役営業本部営業統括部長就任

平成17年５月 日本瓦斯工事㈱代表取締役社長就

任(現)

平成18年４月 常務取締役営業本部長就任

平成18年８月 常務取締役営業本部長兼西関東支

店長就任

平成19年４月 常務取締役営業支援本部長就任

(現)

取締役
相談役

岩 谷 徹 郎 昭和８年３月10日生

昭和30年４月 岩谷産業株式会社入社

（注）３ 603

昭和30年７月 当社代表取締役専務就任

昭和37年２月 岩谷産業株式会社取締役就任

昭和48年９月 代表取締役会長就任

平成11年６月 岩谷産業株式会社代表取締役会長

就任

平成11年６月 取締役会長就任

平成12年６月 取締役名誉会長就任

平成17年６月 取締役相談役就任(現)

取締役
営業支援本部 
ガス事業管理

部長
渡 辺 大 乗 昭和33年11月30日生

昭和56年３月 当社入社

（注）３ 14

平成９年６月 TED部長

平成10年４月 東関東支店部長

平成12年６月 取締役営業部長兼東関東支店長 

就任

平成17年４月 取締役営業本部TED部長就任

平成18年４月 取締役営業本部ガス事業管理部長

平成19年４月 取締役営業支援本部ガス事業管理

部長(現)

取締役
営業支援本部 
企画業務部長

福 田 典 生 昭和28年６月29日生

昭和52年３月 当社入社

（注）３ 20

平成11年10月 TED部長

平成13年４月 開発営業部長

平成14年６月 取締役開発営業部長就任

平成16年12月 取締役営業本部企画業務部長就任

平成17年５月 ㈱ニチガス物流計算センター代表

取締役社長就任(現)

平成19年４月 取締役営業支援本部企画業務部長

就任(現)

取締役
営業支援本部
開発営業部長

大 野 直 樹 昭和29年４月18日生

昭和52年３月 当社入社

（注）３ 10

平成14年４月 北関東支店部長

平成15年１月 営業本部営業部統括部長

平成15年６月 取締役営業本部営業統括部長就任

平成16年12月 取締役営業本部開発営業部長就任

平成19年４月 取締役営業支援本部開発営業部長

就任(現)



 
(注) １ 牧野明次氏は、会社法第２条第１５号に定める〈社外取締役〉であります。 

２ 監査役岡田 清及び和田敏夫並びに小林勝利の各氏は会社法第２条第１６号に定める〈社外監査役〉であり

ます。 

３ 平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。 

４ 平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役
管理本部 
人事部長

大 槻 昌 平 昭和30年12月30日生

昭和53年３月 当社入社

（注）３ 15

平成13年４月 北関東支店部長

平成14年４月 総務人事部人事部長

平成16年６月 取締役管理本部総務人事部長就任

平成18年６月 取締役管理本部人事部長就任(現)

取締役
営業本部 
TED部長

山 本   勝 昭和33年３月10日生

昭和57年３月 当社入社

（注）３ 3

平成13年４月 TED部長

平成16年６月 取締役営業本部TED部長就任

平成17年４月 取締役営業部長兼北関東支店長就

任

平成18年４月 取締役営業本部TED部長就任

（現）

取締役
営業部長兼 
北関東支店長

田 中 敏 也 昭和32年10月27日生

昭和63年３月 当社入社

（注）３ 10

平成15年４月 西関東支店部長

平成18年４月 営業部長兼北関東支店長

平成18年６月 取締役営業部長兼北関東支店長就

任（現）

取締役
営業部長兼 
東関東支店長

向 井 正 弘 昭和40年12月10日生

昭和63年３月 当社入社

（注）３ 13

平成14年４月 東関東支店部長

平成18年４月 営業部長兼東関東支店長

平成18年６月 取締役営業部長兼東関東支店長就

任（現）

取締役
営業部長兼 
西関東支店長

荒 木   太 昭和35年８月４日生

昭和59年３月 当社入社

（注）３ 9

平成15年４月 西関東支店部長

平成19年４月 営業部長兼西関東支店長

平成19年６月 取締役営業部長兼西関東支店長就

任（現）

取締役 牧 野 明 次 昭和16年９月14日生

昭和40年３月 岩谷産業株式会社入社

（注）３ ―

平成12年４月 岩谷産業株式会社代表取締役社長

就任(現)

平成13年６月 当社取締役就任(現)

平成16年６月 セントラル石油瓦斯株式会社代表

取締役会長就任(現)

監査役 
(常勤)

小 池 四 郎 昭和29年１月12日生

昭和58年３月 当社入社

（注）４ 7平成15年４月 営業部長

平成15年６月 監査役(常勤)就任(現)

監査役 岡 田   清 昭和６年１月１日生

昭和35年３月 早稲田大学院商学研究科商学専攻

博士課程単位取得

（注）４ 6昭和60年４月 成城大学経済学部学部長

平成９年６月 当社監査役就任(現)

平成13年４月 成城大学名誉教授(現)

監査役 和 田 敏 夫 昭和８年10月11日生
平成３年４月 岩谷産業株式会社専務取締役就任

（注）５ 5
平成11年６月 当社監査役就任(現)

監査役 小 林 勝 利 昭和13年１月31日生

昭和35年４月 通商産業省入省

（注）６ 5

平成３年４月 岩谷産業株式会社専務取締役就任

平成８年６月 鹿島液化ガス共同備蓄株式会社代

表取締役社長就任

平成17年６月 当社監査役就任(現)

計 1,920



５ 平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。 

６ 平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま

す。 

  



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 〔コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方〕 

当社は、以下の経営理念を経営の拠り所とし、かかる当社の経営理念を実現するための有効なコーポレ
ート・ガバナンス及び内部統制の構築を総合的に行うための組織として、代表取締役社長を委員長とする
「内部統制システム委員会」を設置しました。  
１．地域社会に対する貢献 

環境負荷の少ないエネルギーを、地域社会に最適な供給方法により、安全と安定供給を担保しつつ適
正価格で提供することにより、お客様のより快適な生活に資するとともに、地域社会の環境保全や防災
活動に貢献します。又、地域社会の一員として地域の価値向上に積極的に参加し、かつ納税義務を果た
すことも企業としての社会的責任であり社会貢献と考えます。  

２．企業の持続的成長を目指す 
地域社会に貢献し、お客様を増やすことが経営基盤をさらに強固なものとすると考え、適正な利益を

確保し効率的な投資を行い、企業価値の長期的向上に努めます。また、株主に対しては継続的・安定的
な配当と内部統制の構築により、株主価値の向上に努めます。 

３．人的資源の尊重 
社員をはじめとする人的資源は企業を支える重要な財産と位置づけており、お客様に密着したきめ細

かいサービスを行うため、社員の能力を最大限に発揮出来るような経営を行うことは、企業の持続的成
長のために不可欠な要素であります。 

その根底に社員、お取引先並びにその家族の幸福が不可欠であり、経営に当たってその増進を目指し
ます。 

  

 （1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の基本説明 
当社は監査役制度を採用しております。 

②会社の機関・内部統制の関係（図表） 
  

 



③会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 
社外取締役・社外監査役の選任の状況といたしましては、社外取締役は取締役１５人中１人、社

外監査役は監査役４人中３人であります。社外役員の専従スタッフの配置は、特定はしておりませ
んが、総務部総務課で対処しております。 
 業務執行・経営監視の仕組みにつきましては、毎月の定例及び臨時取締役会に加えて、代表取締
役及び業務執行を行なっている取締役並びに管理本部内の総務部長で構成される経営企画会議を開
催することにより、効率的かつ合法的な業務執行及び取締役間の執行監視を行っております。 
 内部統制の仕組みにつきましては、社長の下に営業本部、管理本部、営業支援本部、都市ガス管
理本部の４本部制で効率的な部門間の牽制を行っております。 
 弁護士・会計監査人等その他第三者の状況につきましては、５法律事務所と顧問契約を締結し、
法律上の判断が必要な際に随時確認するなど、経営に法律面のコントロール機能が働くようにして
おります。また会計監査人である協立監査法人には、通常の会計監査をお願いしているほか、適
宜、コーポレート・ガバナンスに関するアドバイスも受けております。 

④内部監査及び監査役監査の状況 
内部監査につきましては、監査室（１名）を設置し対応しております。監査役会は、監査役４名

（うち３名が社外監査役）で構成しており、取締役会に出席するとともに、定期的または必要に応
じて随時監査役会を開催しているほか、常勤監査役による重要な会議への出席、決裁書類の閲覧な
どを通じて業務監査を行っております。また、別途、コンプライアンス全体を統括する組織とし
て、管理本部長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置し、法令順守をサポートしてお
ります。 
  さらに、監査役は、内部統制システム委員会・コンプライアンス委員会・リスク管理委員会との
連携を図るとともに、会計監査人からも会計監査の内容について説明を受け、情報の交換を行うな
ど連携を図っております。 

⑤社外取締役及び社外監査役との関係 
社外取締役の牧野明次氏は、当社の法人主要株主である岩谷産業㈱の代表取締役社長でありま

す。当社と法人主要株主の岩谷産業㈱との間には、簡易コンロ用ガスボンベ等の販売、ＬＰガス等
の購入取引があり、いずれの取引も、それぞれの会社での継続的な取引であり、社外取締役個人が
直接利害関係を有するものではありません。また、牧野明次氏は当社の株式を保有しておりませ
ん。 
 社外監査役のうち和田敏夫氏は、連結子会社である北日本ガス㈱の監査役であり、当社の株式を
５千株を所有しております。また、岡田清及び小林勝利の両氏も当社の株式をそれぞれ６千株、５
千株を所有しております。なお、社外監査役３名と当社との間には取引関係、その他の利害関係は
ありません。 

⑥会計監査の状況 

監査役及び会計監査人は、監査業務に関し情報、意見交換等を行い、相互に連携をとり監査業務
にあたっております。 
会計監査業務を行った公認会計士の氏名（所属する監査法人、継続監査年数） 

    森田 將（協立監査法人、２３年） 

    朝田 潔（協立監査法人、 ５年） 

なお、公認会計士３名、会計士補１名が補助者として会計監査業務に関わっております。 

⑦社外取締役及び社外監査役との責任限定契約 

当社と社外取締役並びに各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425条第
1項各号に定める金額の合計額をもって損害賠償額の限度としております。 

⑧取締役の定数 

当社の取締役は15名以内とする旨を定款で定めております。 

⑨取締役の選任及び解任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以
上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び累積投票によらないものとす
る旨を定款で定めております。 
 また、解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が
出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。 

⑩自己の株式の取得の決定機関 

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸政策を機動
的に遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によ
って市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。 

⑪株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、定款に別段の定めが
ある場合を除き、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席
し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会における
特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであ
ります。  
  



 （2）リスク管理体制の整備の状況 

リスク管理を統括する組織として営業本部長を委員長とする「リスク管理委員会」を設置し、有事
においては「リスク管理規程」に従い、会社全体として対応し危機管理にあたることとしておりま
す。 
  また、コンプライアンス全体を統括する組織として、管理本部長を委員長とする「コンプライアン
ス委員会」を設置し、コンプライアンスの推進については、マニュアルを制定し、役員及び従業員等
が、それぞれの立場でコンプライアンスを自らの問題としてとらえ業務運営にあたるよう、研修等を
通じ、指導しております。さらに、当社グループは全体の方針決定のためグループ各社の社長が参加
する「グループ経営者会議」を組織し事務局を総務部に置き３ヶ月に１回開催して、事業内容の定期
的な報告と重要案件についての協議、助言を行っております。 
平成１７年４月に施行された個人情報保護法に対応するため、情報管理体制の強化が必要との認識

から、保有する個人情報の保護に関する基本方針及び適正な管理体制・運用についてのルールを定
め、社員の勉強会や研修会を実施し周知徹底を図っております。管理本部長を統括責任者、人事部を
事務局として、法令・社内規定に基づき情報の保存・管理を行い、取締役・監査役は必要に応じて保
存・管理した情報を閲覧できるようになっております。また、情報のセキュリティについてはガイド
ライン、個人情報保護に関する基本方針を定めて対応しております。 
  

 （3）役員報酬及び監査報酬の内容 

当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、協立監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであり
ます。 

  
① 役員報酬 

 
② 監査報酬 

 
   （注）上記以外の報酬はありません。 

社内取締役に支払った報酬 187百万円

社外取締役に支払った報酬 2百万円

社内監査役に支払った報酬

社外監査役に支払った報酬

14百万円

7百万円

   計 210百万円

公認会計士法第２条第１項に規定する業

務に基づく報酬

 

14百万円



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

   なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

   なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年

４月１日から平成19年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について、協立監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,263 6,705

 ２ 受取手形及び売掛金 ※９ 12,875 13,599

 ３ たな卸資産 5,550 5,009

 ４ 繰延税金資産 570 795

 ５ その他 547 356

   貸倒引当金 △ 137 △ 188

  流動資産合計 24,670 21.8 26,278 22.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び構築物 13,705 14,865

    減価償却累計額 7,789 5,916 8,035 6,829

  (2) 機械装置及び運搬具 134,877 143,297

    減価償却累計額 96,599 38,278 102,386 40,910

  (3) 工具器具及び備品 2,163 2,308

    減価償却累計額 1,663 499 1,762 546

  (4) 土地 16,373 17,143

  (5) 建設仮勘定 2,448 1,409

   有形固定資産合計 63,516 56.0 66,840 56.5

 ２ 無形固定資産

  (1) のれん ― 9,087

  (2) 連結調整勘定 9,220 ―

  (3) その他 797 544

   無形固定資産合計 10,018 8.8 9,631 8.1

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※1,2 9,047 7,906

  (2) 長期貸付金 1,588 598

  (3) 繰延税金資産 2,437 2,492

  (4) その他 ※２ 2,663 2,609

    貸倒引当金 △ 1,915 △ 765

   投資その他の資産合計 13,821 12.2 12,840 10.9

  固定資産合計 87,355 77.0 89,312 75.5

Ⅲ 繰延資産

   開発費 1,369 2,680

  繰延資産合計 1,369 1.2 2,680

  資産合計 113,395 100 118,270 100



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※９ 13,675 13,263

 ２ 一年以内に償還する社債 ※１ 750 ―

 ３ 短期借入金 ※１ 1,860 2,460

 ４ 一年以内返済予定の 
   長期借入金

※１ 10,019 19,573

 ５ 未払法人税等 1,020 1,478

 ６ 賞与引当金 405 429

 ７ その他 2,927 3,103

  流動負債合計 30,657 27.0 40,307 34.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 41,888 35,946

  ２ 再評価に係る 
   繰延税金負債

266 266

 ３ 繰延税金負債 46 220

 ４ 退職給付引当金 2,511 2,513

 ５ 役員退職慰労引当金 321 365

 ６ ガスホルダー修繕引当金 ※６ 320 339

 ７ ガス熱量変更引当金 330 141

 ８ その他 57 57

  固定負債合計 45,743 40.4 39,849 33.7

  負債合計 76,400 67.4 80,157 67.8

(少数株主持分)

  少数株主持分 9,873 8.7 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※７ 5,000 4.4 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 4,385 3.9 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 15,801 13.9 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 2,086 1.8 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定 63 0.1 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※８ △ 216 △ 0.2 ― ―

   資本合計 27,121 23.9 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

113,395 100 ― ―



  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 5,000 4.2

 ２ 資本剰余金 ― ― 4,385 3.7

 ３ 利益剰余金 ― ― 16,832 14.2

 ４ 自己株式 ― ― △ 225 △0.2

   株主資本合計 ― ― 25,993 21.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 1,648 1.4

 ２ 為替換算調整勘定 ― ― 73 0.1

   評価・換算差額等合計 ― ― 1,722 1.5

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 10,397 8.8

   純資産合計 ― ― 38,113 32.2

   負債純資産合計 ― ― 118,270 100



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
 (自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
 (自 平成18年４月１日  
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 87,934 100 96,492 100

Ⅱ 売上原価 52,970 60.3 58,838 61.0

   売上総利益 34,964 39.7 37,654 39.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 運搬諸掛 2,120 2,204

 ２ 貸倒引当金繰入額 32 90

 ３ 給料手当 6,048 6,030

 ４ 賞与引当金繰入額 377 495

 ５ 退職給付費用 411 521

 ６ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

77 87

 ７ ガスホルダー修繕 
   引当金繰入額

30 19

 ８ 福利厚生費 1,394 1,253

 ９ 消耗器具費 2,732 2,646

 10 租税公課 886 917

 11 事業税 265 316

 12 減価償却費 6,922 7,071

 13 のれん償却額 ― 758

 14 連結調整勘定償却 550 ―

 15 修繕費 618 642

 16 支払手数料 4,801 5,161

 17 その他 ※１ 3,792 31,065 35.3 4,268 32,484 33.7

   営業利益 3,898 4.4 5,169 5.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 8 11

 ２ 受取配当金 65 87

 ３ 不動産賃貸料 60 59

 ４ 保険金収入 32 84

 ５ 持分法による投資利益 14 16

 ６ その他 144 326 0.4 153 413 0.4

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 719 773

 ２ その他 11 731 0.8 29 802 0.8

   経常利益 3,493 4.0 4,780 4.9



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 5 20

 ２ 投資有価証券売却益 4 10

 ３ 熱量変更引当額取崩額 ― 10 0.0 189 219 0.3

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※３ 79 109

 ２ 減損損失 ※５ 149 29

 ３ 固定資産除却損 ※４ 188 99

 ４ 役員退職慰労金 33 91

 ５ 販売用不動産評価損 47 310

 ６ ガス熱量変更引当金引当 144 ―

 ７ 会員権貸倒引当金繰入額 2 1

 ８ 会員権売却損 ― 1

 ９ 関係会社整理損 ― 7

 10 たな卸減耗損 ― 646 0.7 6 657 0.7

   税金等調整前 
   当期純利益

2,857 3.3 4,342 4.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,653 1,539

   法人税等調整額 △ 271 1,381 1.6 189 1,729 1.8

   少数株主利益 686 0.8 749 0.8

   当期純利益 790 0.9 1,864 1.9



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,385

Ⅱ 資本剰余金期末残高 4,385

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 15,572

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 790 790

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 511

 ２ 役員賞与 6

   (うち監査役賞与) (1)

 ３ 持分変更等に伴う減少高 43 561

Ⅳ 利益剰余金期末残高 15,801



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

科目

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高（百万円） 5,000 4,385 15,801 △ 216 24,971

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 （注） △ 489 △ 489

  役員賞与 （注） △ 3 △ 3

  合併による受入 14 14

  合併による範囲の変更等 △ 355 △ 355

 当期純利益 1,864 1,864

 自己株式の取得 △ 12 △ 12

 自己株式の処分 1 1

 その他 1 1

 株主資本以外の項目の連結 

 会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円）
1,031 △ 8 1,022

平成19年３月31日残高（百万円） 5,000 4,385 16,832 △ 225 25,993

科目

評価・換算差額等

少数株主 

持分

純資産 

合計
その他 

有価証券 

評価差額金

為替換算 

調整勘定

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高（百万円） 2,086 63 2,150 9,873 36,995

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 （注） △ 489

  役員賞与 （注） △ 3

 合併による受入 14

 合併による範囲の変更等 △ 355

 当期純利益 1,864

 自己株式の取得 △ 12

 自己株式の処分 1

 その他 1

 株主資本以外の項目の連結 

 会計年度中の変動額(純額)
△ 438 10 △ 427 523 95

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円）
△ 438 10 △ 427 523 1,118

平成19年３月31日残高（百万円） 1,648 73 1,722 10,397 38,113



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
   税金等調整前当期純利益 2,857 4,342

   減価償却費 7,079 7,219

   開発費償却額 451 844

   減損損失 149 29

   連結調整勘定償却額 550 ―

   のれん償却額 ― 758

   貸倒引当金の増減額（減少△） △ 119 42

   退職給付引当金の増加額 114 1

   ガス熱量変更引当金の増減額（減少△） 144 △ 189

   受取利息及び受取配当金 △ 74 △ 98

   支払利息 719 773

   持分法による投資利益 △ 14 △ 16

   販売用不動産評価損 ― 310

   有形固定資産売却損 74 89

   有形固定資産除却損 188 99

   投資有価証券売却益 △ 4 △ 10

   売上債権の増加額 △ 894 △ 670

   たな卸資産の増減額（増加△） △ 643 269

   仕入債務の増減額（減少△） 1,926 △ 448

   未払消費税等の増減額（減少△） △ 37 178

   前受金の増加額 25 89
   その他 △ 115 △ 640

    小計 12,378 12,974

   利息及び配当金の受取額 74 98
   利息の支払額 △ 721 △ 772
   法人税等の支払額 △ 1,983 △ 1,070

  営業活動によるキャッシュ・フロー 9,747 11,230

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
   有形固定資産の取得による支出 △ 8,397 △ 9,371

   有形固定資産の売却による収入 456 175

   営業権の取得による支出 △ 266 ―

   のれんの取得による支出 ― △ 347

   投資有価証券の取得による支出 △ 1,901 △ 20

   投資有価証券の売却による収入 5 210

   貸付けによる支出 △ 370 △ 266

   貸付金の回収による収入 176 114

   開発費の支出 △ 1,118 △ 2,155
   その他 △ 39 △ 245

  投資活動によるキャッシュ・フロー △ 11,455 △ 11,906

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
   短期借入れによる収入 5,540 6,980

   短期借入金の返済による支出 △ 5,430 △ 6,842

   長期借入れによる収入 13,250 13,800

   長期借入金の返済による支出 △ 12,135 △ 10,820

   社債の償還による支出 ― △ 750

   少数株主に対する株式の発行による収入 ― 217

   自己株式の売却による収入又は 
   自己株式の取得による支出

△ 18 △ 17

   配当金の支払額 △ 511 △ 489
   少数株主への配当金の支払額 △ 94 △ 99

  財務活動によるキャッシュ・フロー 599 1,980

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（減少△） △ 1,108 1,304

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 6,366 5,257

Ⅵ 非連結子会社の合併に伴う被合併会社 
  の現金及び現金同等物の増加額

－ 83

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 5,257 6,646



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社８社の名称

東彩ガス株式会社、新日本瓦斯株式会社、東日本

ガス株式会社、北日本ガス株式会社、日本瓦斯工

事株式会社、日本瓦斯運輸整備株式会社、リノー

バ東日本株式会社、株式会社ユピア新日本。

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社８社の名称

東彩ガス株式会社、新日本瓦斯株式会社、東日本

ガス株式会社、北日本ガス株式会社、日本瓦斯工

事株式会社、日本瓦斯運輸整備株式会社、リノー

バ東日本株式会社、株式会社ユピア新日本。

連結子会社の異動 

平成17年10月１日付にて、連結子会社東日本ガス

株式会社は、連結子会社栄都市ガス株式会社を吸

収合併いたしました。

連結子会社等の異動 

平成19年３月31日付にて、連結子会社東彩ガス株

式会社は、非連結子会社庄和都市ガス株式会社を

吸収合併いたしました。

 (2) 非連結子会社名  (2) 非連結子会社名

浪逆ガス株式会社、俊道ガス株式会社、株式会社

ニチガス物流計算センター、庄和都市ガス株式会

社、白岡ガス株式会社。

非連結子会社について連結の範囲から除いた理由

非連結子会社５社は、いずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。

俊道ガス株式会社、株式会社ニチガス物流計算セ

ンター、白岡ガス株式会社。

非連結子会社について連結の範囲から除いた理由

非連結子会社３社は、いずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法適用の非連結子会社数       ２社

   東彩設備株式会社、株式会社ガスプラザ東彩。

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法適用の非連結子会社数       ２社

同左

 (2) 持分法適用の関連会社数         １社

珠海岩谷气具有限公司

 (2) 持分法適用の関連会社数         １社

同左

 (3) 非連結子会社名

上記１ (2)参照

 (3) 非連結子会社名

同左

関連会社名 

株式会社アイプロモーション、システム流通株式

会社、アクアクララ株式会社。

関連会社名 

株式会社アイプロモーション。

持分法を適用しない理由 

非連結子会社５社及び関連会社３社はそれぞれ当

期純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外しております。

持分法を適用しない理由 

非連結子会社３社及び関連会社１社はそれぞれ当

期純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

―

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

―



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  (イ)たな卸資産

製品、商品及び 

貯蔵品

主として先入先出法による

原価法

販売用不動産 個別法による原価法

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  (イ)たな卸資産

製品、商品及び 

貯蔵品

同左

販売用不動産 同左

  (ロ)有価証券

満期保有目的の 

債券

償却原価法(定額法)

その他有価証券 時価のあるもの

連結会計年度末日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定)

  (ロ)有価証券

満期保有目的の 

債券

同左

その他有価証券 時価のあるもの

連結会計年度末日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法

により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

子会社株式及び 

関連会社株式

移動平均法による原価法

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  (イ)有形固定資産

定率法(ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物(建物附属設備を除く)は定額法)を採

用しております。

連結子会社のうち北日本ガス株式会社について

は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

建物及び構築物          ７～50年

機械装置及び運搬具        ４～20年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  (イ)有形固定資産

同左

  (ロ)無形固定資産

定額法

営業権については、取得後５年間で均等償却し

ております。

自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づいて償却してお

ります。

  (ロ)無形固定資産

定額法

         ― 

 

        同左

 (3) 重要な繰延資産の処理方法

開発費

商法に定める最長期間(５年)による均等額償却

を行っております。

 (3) 重要な繰延資産の処理方法

開発費

５年による均等額償却を行っております。



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (4) 重要な引当金の計上基準

(イ)貸倒引当金………売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上してお

ります。

 

 (4) 重要な引当金の計上基準

(イ)貸倒引当金………同左

(ロ)賞与引当金………連結財務諸表提出会社は、賞

与引当金を計上する必要はあ

りませんが、連結子会社は、

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、将来の

支給見込額のうち当連結会計

年度の負担額を計上しており

ます。

 
(ロ)賞与引当金………同左

(ハ)退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当連結会

計年度において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

なお、数理計算上の差異はそ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数(５

年)による定率法により、発

生連結会計年度から費用処理

しております。

 
(ハ)退職給付引当金…同左

(ニ)役員退職慰労…… 

  引当金

連結子会社のうち東彩ガス株

式会社、新日本瓦斯株式会

社、東日本ガス株式会社、リ

ノーバ東日本株式会社の４社

は、役員の退職慰労金支給に

備えるため、内規に基づく当

連結会計年度末要支給額を役

員退職慰労引当金として計上

しております。

 

(ニ)役員退職慰労……

  引当金

同左

(ホ)ガスホルダー……

  修繕引当金

(へ)ガス熱量変更……

  引当金

連結子会社のうち東彩ガス株

式会社、新日本瓦斯株式会

社、東日本ガス株式会社、北

日本ガス株式会社の都市ガス

４社は、前回の修繕実施額に

基づく次回修繕見積り額を修

繕周期にて配分計上しており

ます。 

連結子会社のうち北日本ガス

株式会社は、ガス熱量変更作

業に要する支出に備えるた

め、ガス熱量変更引当金に関

する省令（平成７年２月27日

通商産業省令第５号）３条の

規定により熱量変更費用見積

額のうち、当連結会計年度の

負担額を特別損失（ガス熱量

変更引当金引当）に計上して

おります。

 

(ホ)ガスホルダー……

  修繕引当金

(へ)ガス熱量変更……

  引当金

同左 

 

 

 

 

 

 

 

連結子会社のうち北日本ガス

株式会社は、ガス熱量変更作

業に要する支出に備えるた

め、ガス熱量変更引当金に関

する省令（平成７年２月27日

通商産業省令第５号）３条の

規定により熱量変更費用見積

額を計上しております。



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (5) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法

現在行っているのは特例処理の要件を満たして

いる金利スワップのみであり、これについては

特例処理によっております。

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………金利スワップ

ヘッジ対象………借入金

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………同左

ヘッジ対象………同左

  ③ ヘッジ方針

デリバティブ取引に関する権限及び取引限度額

等を定めた内部規定に基づき、金利変動リスク

を一定の範囲内でヘッジしております。

  ③ ヘッジ方針

同左

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

特例処理による金利スワップのみであり、有効

性の評価を省略しております。

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。

 (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法を採用しております。

但し、平成12年３月31日終了の連結会計年度以前よ

り継続して連結対象となっている子会社について

は、時価評価法によっておりません。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定の償却は、20年間で均等償却しており

ます。

６           ―

７           ― ７ のれん及び負ののれんの償却に関する事項

のれんは５年間及び20年間で均等償却しておりま

す。負ののれんは５年間で均等償却しております。

８ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて

作成しております。

８                     ―

９ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、要求払預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に満

期日又は償還期限の到来する短期投資からなってお

ります。

９ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

― １．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会第５

号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計

基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用して

おります。これまでの資本の部の合計に相当する金

額は、27,715百万円であります。なお、当連結会計

年度における連結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の連結

財務諸表規則により作成しております。

― ２．企業結合に係る会計基準等

当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用方

針」(企業会計基準委員会 最終改正平成18年12月22

日 企業会計基準適用指針第10号）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。

３．重要な減価償却資産の減価償却の方法 ―

有形固定資産

定率法(ただし、平成１０年４月１日以降に取得した

建物(建物付属設備を除く)は定額法)を採用しており

ます。

連結子会社のうち北日本ガス株式会社については、

定額法によっております。

（会計方針の変更）

従来、連結子会社のうち都市ガス供給業を営む北日

本ガス㈱小山事業所において、有形固定資産の減価

償却の方法として定率法を採用しておりましたが当

連結会計年度から、定額法に変更いたしました。

この変更は、当該子会社の北日本ガス㈱小山事業所

が天然ガスへの熱量変更を実施中であり、これに伴

い設備投資並びに作業費用が増大し、減価償却をは

じめとする期間費用が多額となることが見込まれて

おりますが、売上高は公益事業の性格上、毎期安定

的に推移するものと予想されることから、収益に対

応した費用の適正な期間配分をするために行ったも

のであります。

従来の方法によった場合に比し、減価償却費は185百

万円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益はそれぞれ同額多く表示されておりま

す。

４．固定資産の減損に係る会計基準

当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計

基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第6号）を適用しております。これによ

り税金等調整前当期純利益は149百万円減少しており

ます。

―



表示方法の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―

―

―

（連結貸借対照表関係）

当連結会計年度より、改正後の連結財務諸表規則に

基づき、連結調整勘定及び営業権を「のれん」と表

示しております。 

なお、前連結会計年度において、営業権は連結貸借

対照表の無形固定資産「その他」に474百万円含まれ

ております。

（連結損益計算書関係）

当連結会計年度より、連結調整勘定及び営業権を

「のれん」として表示したことに伴い、「販売費及

び一般管理費」の連結調整勘定償却及び営業権償却

額を、「のれん償却額」と表示しております。 

なお、前連結会計年度において、営業権償却額は減

価償却費に164百万円含まれております。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

１.当連結会計年度より、連結調整勘定及び営業権を

「のれん」として表示したことに伴い、「営業活動

によるキャッシュ・フロー」の連結調整勘定償却額

および営業権償却額を「のれん償却額」と表示して

おります。また、「投資活動によるキャッシュ・フ

ロー」の営業権の取得による支出を「のれんの取得

による支出」と表示しております。 

なお、前連結会計年度において、営業権償却額は減

価償却費に164百万円含まれております。

２.前連結会計年度において、「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」の「たな卸資産の増減額」に含めて

いた「販売用不動産評価損」は重要性が増加したた

め、当連結会計年度から区分掲記することとしまし

た。なお、前連結会計年度において、販売用不動産

評価損は、たな卸資産の増減額に47百万円含まれて

おります。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
  

   

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

※１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

土地 1,127百万円

建物 215

投資有価証券 14

工場財団担保 24,883

(土地) (2,570)

(機械装置ほか) (22,313)

合計                   26,241

※１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

土地 1,127百万円

建物 196

投資有価証券 9

工場財団担保 25,031

(土地) (2,539)

(機械装置ほか) (22,491)

合計                   26,365

担保付債務は、次のとおりであります。

短期借入金 200百万円

１年以内に償還予定の社債 750

１年以内に返済予定の長期借入金 3,899

長期借入金 6,315

合計 11,164  

担保付債務は、次のとおりであります。

短期借入金 800百万円

１年以内に返済予定の長期借入金 3,901

長期借入金 5,610

合計 10,312

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおり

であります。

投資有価証券(株式) 1,897百万円

投資その他の資産「その他」
(出資金)

251

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおり

であります。

投資有価証券(株式) 1,677百万円

投資その他の資産「その他」
(出資金)

268

 ３ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対して次

のとおり保証を行っております。

庄和都市ガス㈱ 737百万円

浪逆ガス㈱ 385

従業員(住宅資金) 31

合計 1,154

 

 ３ 保証債務

金融機関からの借入金に対して次のとおり保証を行って

おります。

従業員(住宅資金) 24百万円

合計 24

 
４ 受取手形裏書譲渡高 693百万円 ４ 受取手形裏書譲渡高 821百万円

 ５ 当社及び連結子会社４社においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行９社と当座貸越契約を締結し

ております。当連結会計年度末における当座貸越契約に

係る借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 3,975百万円

借入実行残高 500

差引額 3,475

 ５ 当社及び連結子会社４社においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行13社と当座貸越契約を締結し

ております。当連結会計年度末における当座貸越契約に

係る借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額 5,450百万円

借入実行残高 1,300

差引額 3,950

※６ ガス熱量変更引当金は、ガス事業法第２７条による引当

金であり、ガス熱量変更引当金に関する省令第３条に基

づき計上しております。

※６ ガス熱量変更引当金は、ガス事業法第２７条による引当

金であり、１年内に使用されると認められるものであり

ます。

※７ 当社の発行済株式総数は、普通株式44,961千株でありま

す。

※７          ― 

※８ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式364千株

であります。

※８          ―

※９          ― ※９ 連結会計期間末日の満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理しております。なお、当連結

会計期間の末日は金融機関の休日であったため、次の満

期手形が連結会計期間末日の残高に含まれております。

受取手形 232百万円

支払手形 415



(連結損益計算書関係) 
  

   
(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  
２ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    11,684株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少    1,672株 

  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費 20百万円 ※１ 一般管理費に含まれる研究開発費 20百万円

※２ 固定資産売却益は、機械装置及び運搬具の売却によるも

のであります。

※２ 固定資産売却益は、機械装置及び運搬具、土地の売却に

よるものであります。

※３ 固定資産売却損は、機械装置及び運搬具、土地の売却に

よるものであります。

※３ 固定資産売却損は、建物及び構築物、機械装置及び運搬

具、土地の売却によるものであります。

※４ 固定資産除却損は建物及び構築物、機械装置及び運搬具

並びに工具器具及び備品の除却によるものであります。

※４ 固定資産除却損は建物及び構築物、機械装置及び運搬具

並びに工具器具及び備品の除却によるものであります。

※５ 減損損失

   当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しました。

用途 種類 場所

減損損失 

の金額 

(百万円)

遊休資産 土地
千葉県成田市 

ほか
149

合計 149

※５ 減損損失

   当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しました。

用途 種類 場所

減損損失 

の金額 

(百万円)

遊休資産 土地
埼玉県さいたま

市ほか
29

合計 29

   当社グループは、事業資産については事業の種類別セグ

メント単位に、遊休資産については個別物件単位で資産

のグループ化を行っております。 

ガス事業用地として取得した土地で、その後の経済情勢

及び事業環境の変化等により有効利用されていない遊休

土地について減損損失として特別損失に計上しました。 

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定してお

り、各土地については不動産鑑定評価額及び固定資産税

評価額に基づいて評価しております。

   当社グループは、事業資産については事業の種類別セグ

メント単位に、遊休資産については個別物件単位で資産

のグループ化を行っております。 

ガス事業用地として取得した土地で、その後の経済情勢

及び事業環境の変化等により有効利用されていない遊休

土地について減損損失として特別損失に計上しました。 

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定してお

り、各土地については固定資産税評価額に基づいて評価

しております。

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 44,961,525 ― ― 44,961,525

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 364,146 11,684 1,672 374,158

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 246 5.5 平成18年３月31日 平成18年６月29日

平成18年11月１日 
取締役会

普通株式 246 5.5 平成18年９月30日 平成18年11月20日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 246 5.5 平成19年３月31日 平成19年６月29日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,263百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △6

現金及び預金同等物 5,257

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,705百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △59

現金及び預金同等物 6,646

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及び 
運搬具

517 176 340

工具器具及び 
備品

232 79 152

ソフトウェア 414 212 201

合計 1,163 468 695

  

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具

549 229 319

工具器具及び
備品

207 90 117

ソフトウェア 345 208 136

合計 1,101 528 572

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により、算定しておりま

す。

同左

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 165百万円

１年超 529

 合計 695
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 169百万円

１年超 403

合計 572

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により、

算定しております。

同左

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 162百万円

減価償却費相当額 162

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 170百万円

減価償却費相当額 170

４ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前連結会計年度 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

 

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

 
  

４ 時価評価されていない有価証券の主な内容(平成18年３月31日) 

  

 
  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  (平成18年３月31日) 

 
  

連結貸借対照表 
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

(時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの)

国債 14 15 0

合計 14 15 0

区分 種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

株式 3,175 6,837 3,662

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

株式 19 18 △1

合計 3,194 6,855 3,661

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

5 4 ―

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

（1）満期保有目的の債券

    非上場地方債 10

（2）その他有価証券

    非上場株式 269

区分 １年超５年以内(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

   国債 9

   非上場地方債 10

計 19



当連結会計年度 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成19年３月31日) 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日) 

  

 

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

 
  

４ 時価評価されていない有価証券の主な内容(平成19年３月31日) 

  

 
  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  (平成19年３月31日) 

  

 
  

連結貸借対照表 
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

(時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの)

国債 9 10 0

合計 9 10 0

区分 種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

株式 2,540 5,517 2,976

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

株式 453 406 △47

合計 2,994 5,923 2,929

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

210 10 ―

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

（1）満期保有目的の債券

    非上場地方債 10

（2）その他有価証券

    非上場株式 284

区分 １年超５年以内(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

   国債 9

   非上場地方債 10

計 19



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

(1) 取引の内容 

当社で利用しているデリバティブ取引は、次の通りであります。 

金利スワップ取引   特例処理による金利スワップ取引 

なお、連結子会社のうち新日本瓦斯㈱及び東日本ガス㈱においても同様のデリバティブ取引を

行っております。 

(2) 取引に対する取組方針 

当社グループは、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方針であります。当社及び連

結子会社２社が現在行っている金利スワップ取引については、変動金利を固定金利に変換する目

的で利用しているものであります。 

(3) 取引の利用目的 

長期借入金の金利を固定化し、将来の金利上昇リスクを回避する目的であります。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

① ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金 

② ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する権限及び取引限度額等を定めた内部規定に基づき、金利変動リス

クを一定の範囲内でヘッジしております。 

③ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理による金利スワップのみであり、有効性の評価を省略しております。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

当社及び連結子会社２社が行っている金利スワップ取引は、特例処理による金利スワップ取引

であるため、リスクはほとんどないと判断しております。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引については、取締役会にて承認された取引に関する権限及び取引限度額等を

定めた内部規定に基づき行っております。金利関連のデリバティブ取引の実行及び管理は経財部

が行い、総務部で検証を行っており、取引結果は定期的に経財部長が取締役会に報告しておりま

す。連結子会社２社についても概ね同様であります。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

当社及び連結子会社２社が行っている特例処理による金利スワップ取引は、ヘッジ会計を適用し

ておりますので、注記の対象から除いております。 

  



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

(1) 取引の内容 

当社で利用しているデリバティブ取引は、次の通りであります。 

金利スワップ取引   特例処理による金利スワップ取引 

なお、連結子会社のうち新日本瓦斯㈱及び東日本ガス㈱においても同様のデリバティブ取引を

行っております。 

(2) 取引に対する取組方針 

当社グループは、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方針であります。当社及び連

結子会社２社が現在行っている金利スワップ取引については、変動金利を固定金利に変換する目

的で利用しているものであります。 

(3) 取引の利用目的 

長期借入金の金利を固定化し、将来の金利上昇リスクを回避する目的であります。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

① ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金 

② ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する権限及び取引限度額等を定めた内部規定に基づき、金利変動リス

クを一定の範囲内でヘッジしております。 

③ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理による金利スワップのみであり、有効性の評価を省略しております。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

当社及び連結子会社２社が行っている金利スワップ取引は、特例処理による金利スワップ取引

であるため、リスクはほとんどないと判断しております。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引については、取締役会にて承認された取引に関する権限及び取引限度額等を

定めた内部規定に基づき行っております。金利関連のデリバティブ取引の実行及び管理は経財部

が行い、総務人事部で検証を行っており、取引結果は定期的に経財部長が取締役会に報告してお

ります。連結子会社２社についても概ね同様であります。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

当社及び連結子会社２社が行っている特例処理による金利スワップ取引は、ヘッジ会計を適用し

ておりますので、注記の対象から除いております。 

  



(退職給付関係) 

前連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退

職一時金制度を設けております。 

また、厚生年金基金は日本簡易ガス事業厚生年金基金、都市ガス事業厚生年金基金及び貨物運送

厚生年金基金に加入しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日) 

 
(注) 連結子会社は退職給付債務算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

 
(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(1)勤務費用」に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 
  

５ 複数事業主制度の企業年金 

日本簡易ガス事業厚生年金基金、都市ガス事業厚生年金基金及び貨物運送厚生年金基金に対する

給与総額の按分に基づき算出した年金資産の額はそれぞれ4,750百万円、346百万円、874百万円で

あります。 

  

(単位 百万円)

(1) 退職給付債務 △4,881

(2) 年金資産 2,425

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △2,455

(4) 未認識数理計算上の差異 △55

(5) 連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4) △2,511

(6) 退職給付引当金 △2,511

(単位 百万円)

(1) 勤務費用 327

(2) 利息費用 54

(3) 期待運用収益 △17

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 △32

(5) その他 106

(6) 退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5） 438

(1) 割引率 2.5％

(2) 期待運用収益率 2.5％

(3) 退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準

(4) 数理計算上の差異の処理年数 ５年



当連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退

職一時金制度を設けております。 

また、厚生年金基金は日本簡易ガス事業厚生年金基金、都市ガス事業厚生年金基金及び貨物運送

厚生年金基金に加入しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日) 

 
(注) 連結子会社は退職給付債務算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

 
(注) 簡便法に基づく連結子会社の退職給付費用は「(1)勤務費用」に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

５ 複数事業主制度の企業年金 

日本簡易ガス事業厚生年金基金、都市ガス事業厚生年金基金及び貨物運送厚生年金基金に対する

給与総額の按分に基づき算出した年金資産の額はそれぞれ5,421百万円、384百万円、902百万円で

あります。 

  

(単位 百万円)

(1) 退職給付債務 △4,924

(2) 年金資産 2,490

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △2,433

(4) 未認識数理計算上の差異 △79

(5) 連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4) △2,513

(6) 退職給付引当金 △2,513

(単位 百万円)

(1) 勤務費用 287

(2) 利息費用 55

(3) 期待運用収益 △19

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 △46

(5) 複数事業主制度厚生年金基金掛金拠出額 317

(6) 退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5) 593

(1) 割引率 2.5％

(2) 期待運用収益率 2.5％

(3) 退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準

(4) 数理計算上の差異の処理年数 ５年



(税効果会計関係) 

  

 

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 

  の内訳

繰延税金資産

固定資産未実現利益 1,985百万円

退職給付引当金 963

貸倒引当金 607

賞与引当金 149

その他 787

繰延税金資産合計 4,494

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △38百万円

特別償却準備金 △9

営業権 △20

その他有価証券評価差額金 △1,464

繰延税金負債合計 △1,532

繰延税金資産の純額 2,961
 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 

  の内訳

繰延税金資産

固定資産未実現利益 2,040百万円

退職給付引当金 967

貸倒引当金 191

販売用不動産評価損 228

賞与引当金 158

その他 701

繰延税金資産合計 4,288

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △33百万円

特別償却準備金 △4

のれん △15

その他有価証券評価差額金 △1,168

繰延税金負債合計 △1,221

繰延税金資産の純額 3,067

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

  率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原 

  因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.34％

(調整)

住民税均等割等 1.50

交際費等永久に損金に 
算入されない項目

2.26

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目

△2.31

連結調整勘定調整額 7.78

減損損失 2.06

子会社による税率差異 △3.30

その他 0.01

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率

48.34％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

  率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原 

  因となった主要な項目別の内訳

  法定実行税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

 率との間の差異が法定実行税率の百分の五以下であ 

 るため、注記を省略しております。



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) ガス事業…………………………ＬＰガス(プロパン、ブタン)、都市ガス（ＬＮＧ、ＬＰＧ）、ガス機器、

住宅機器、空調機器、都市ガス供給設備工事、受注工事(ガス供給設備工

事、給排水衛生設備工事、リフォーム)、熱供給等 

(2) エアゾール・燃料充填事業……ライター用・簡易コンロ用のガスボンベ、エアゾール製品、簡易コンロ等

(3) その他の事業……………………土地、建売住宅、注文建築、保険代理業務、生活関連商品等 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(539百万円)の主なものは、親会社の管理部

門に係る費用であります。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額3,122百万円の主なものは親会社での余資運用資金

(現金及び預金)、長期投資資産(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

５ 資本的支出には長期前払費用及び開発費の増加額が含まれております。 

６ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、連結子

会社のうち北日本ガス㈱小山事業所の有形固定資産の減価償却方法を、定率法から定額法に変更しておりま

す。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比し、当連結会計年度の営業費用は、ガス事業が185百万

円減少し、営業利益が同額増加しております。 

７ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、減損会

計を適用しております。この結果、ガス事業の資産に対し149百万円の減損損失を計上しました。 

  

ガス事業 
(百万円)

エアゾール・
燃料充填事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

81,947 5,556 429 87,934 ― 87,934

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 81,947 5,556 429 87,934 (―) 87,934

営業費用 77,393 5,635 467 83,496 539 84,036

営業利益又は 
営業損失(△)

4,554 △79 △37 4,437 (539) 3,898

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 103,961 4,067 2,196 110,226 3,122 113,348

減価償却費 6,999 57 2 7,059 20 7,079

資本的支出 10,277 44 ― 10,321 219 10,541



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) ガス事業…………………………ＬＰガス(プロパン、ブタン)、都市ガス（ＬＮＧ、ＬＰＧ）、ガス機器、

住宅機器、空調機器、都市ガス供給設備工事、受注工事(ガス供給設備工

事、給排水衛生設備工事、リフォーム)、熱供給等 

(2) エアゾール・燃料充填事業……ライター用・簡易コンロ用のガスボンベ、エアゾール製品、簡易コンロ等

(3) その他の事業……………………土地、建売住宅、注文建築、保険代理業務、生活関連商品等 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(530百万円)の主なものは、親会社の管理部

門に係る費用であります。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額3,792百万円の主なものは親会社での余資運用資金

(現金及び預金)、長期投資資産(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

５ 資本的支出には長期前払費用及び開発費の増加額が含まれております。 

  

【所在地セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)及び当連結会計年度(自平成18年４月１

日 至平成19年３月31日) 

在外連結子会社及び在外支店が存在しないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)及び当連結会計年度(自平成18年４月１

日 至平成19年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

ガス事業 
(百万円)

エアゾール・
燃料充填事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

90,128 6,111 252 96,492 ― 96,492

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 90,128 6,111 252 96,492 (―) 96,492

営業費用 84,422 6,148 221 90,792 530 91,322

営業利益又は 
営業損失(△)

5,705 △ 37 31 5,699 (530) 5,169

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 108,509 4,282 1,686 114,478 3,792 118,270

減価償却費 7,876 73 1 7,951 26 7,978

資本的支出 11,603 310 15 11,930 880 12,811



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
(注) 被所有の間接は、岩谷産業㈱の子会社であるセントラル石油瓦斯㈱の所有割合であります。 

※退職給付信託岩谷産業口(15.17％)が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 簡易コンロ用ガスボンベ等の販売価格については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示

し、価格交渉の上、一般取引条件と同様に決定しております。 

(2) ＬＰガス等の購入については、岩谷産業㈱以外からの仕入価格を参考に市場の実勢価格にて決定して

おります。 

(3) 取引金額は消費税等を除いて表示してありますが、期末残高は税込金額であります。 

  

２ 兄弟会社等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) ガス機器等の販売価格については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉の

上、一般取引条件と同様に決定しております。 

(2) ＬＰガス等の購入については、セントラル石油瓦斯㈱以外からの仕入価格を参考に市場の実勢価格に

て決定しております。 

(3) 取引金額は消費税等を除いて表示してありますが、期末残高は税込金額であります。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等の
被所有 
割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の
関係会社

岩谷産業
㈱

大阪市 
中央区

20,096
各種商品 
卸売業

(被所有)
直接 16.12※
間接  0.05

(注)

兼任
１人

商品の販
売 
購入取引

簡易コンロ
用ガスボン
ベ等の販売

3,069
売掛金 253

受取手形 702

ＬＰガス等
の購入

3,945
買掛金他 397

支払手形 34

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の
関係会社
の子会社

セントラ
ル石油瓦
斯㈱

東京都 
中央区

463
ＬＰガス 
等卸売業

(所有)
直接  4.65
(被所有)
直接  0.05

兼任
１人

商品の購
入 
販売取引

都市ガス用
原料、ＬＰ
ガス等の仕
入

4,929 買掛金他 776

売掛金 4

ガス機器等
の販売

39
その他債
権

66



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 法人主要株主 

  

 
(注) 被所有の間接は、岩谷産業㈱の子会社であるセントラル石油瓦斯㈱の所有割合であります。 

※退職給付信託岩谷産業口(15.17％)が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 簡易コンロ用ガスボンベ等の販売価格については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示

し、価格交渉の上、一般取引条件と同様に決定しております。 

(2) ＬＰガス等の購入については、岩谷産業㈱以外からの仕入価格を参考に市場の実勢価格にて決定して

おります。 

(3) 取引金額は消費税等を除いて表示してありますが、期末残高は税込金額であります。 

  

２ 法人主要株主の子会社 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) ガス機器等の販売価格については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉の

上、一般取引条件と同様に決定しております。 

(2) ＬＰガス等の購入については、セントラル石油瓦斯㈱以外からの仕入価格を参考に市場の実勢価格に

て決定しております。 

(3) 取引金額は消費税等を除いて表示してありますが、期末残高は税込金額であります。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等の
被所有 
割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

法人主要
株主

岩谷産業
㈱

大阪市 
中央区

20,096
各種商品 
卸売業

(被所有)
直接 16.14※
間接  0.05

(注)

兼任
１人

商品の販
売 
購入取引

簡易コンロ
用ガスボン
ベ等の販売

3,327
売掛金 263

受取手形 497

ＬＰガス等
の購入

5,474
買掛金他 538

支払手形 76

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

法人主要
株主の子
会社

セントラ
ル石油瓦
斯㈱

東京都 
中央区

463
ＬＰガス 
等卸売業

(所有)
直接  4.65
(被所有)
直接  0.05

兼任
１人

商品の購
入 
販売取引

都市ガス用
原料、ＬＰ
ガス等の仕
入

4,970 買掛金他 441

売掛金 15

ガス機器等
の販売

91
その他債
権

67



(１株当たり情報) 
  

 
  
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

  

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 
前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
該当事項はありません。 

  
当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
該当事項はありません。 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 608円 9銭 621円61銭

１株当たり当期純利益 17円67銭 41円80銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

 潜在株式が存在しないため、記載
  しておりません。

潜在株式が存在しないため、記載
  しておりません。

項目
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） ― 38,113

純資産の部の合計額から控除する金
額（百万円）

― 10,397

（うち少数株主持分） ― （10,397）

普通株式に係る期末の純資産額 
（百万円）

― 27,715

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数（千株）

― 44,587

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益(百万円) 790 1,864

普通株主に帰属しない金額(百万円) 2 ―

(うち利益処分による役員賞与金) (2) (―)

普通株主に係る金額(百万円) 788 1,864

普通株式の期中平均株式数(千株) 44,606 44,594



⑥ 【連結附属明細表】 
【社債明細表】 

 
  

【借入金等明細表】 
  

 
(注) １ 平均利率を算定する際の利率及び残高は、期末のものを使用しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり
であります。 

 
  
(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

東彩ガス㈱ 第６回物上担保付社債
平成12年 
５月26日

750 ― 1.8 担保付社債
平成18年
５月26日

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,860 2,460 1.026 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 10,019 19,573 1.285 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

41,888 35,946 1.480
平成２０年４月１日～
平成３２年９月１０日

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 53,768 57,980 ― ―

区分
１年超２年以内 

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内 

(百万円)

長期借入金 8,734 10,665 8,619 4,742



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,751 2,495

 ２ 受取手形
※

4.7.10
2,657 3,146

 ３ 売掛金 ※７ 10,124 10,504

 ４ 商品 2,720 2,593

 ５ 販売用不動産 2,017 1,612

 ６ 貯蔵品 34 37

 ７ 前渡金 27 19

 ８ 繰延税金資産 214 424

 ９ その他 195 173

   貸倒引当金 △ 124 △ 173

  流動資産合計 19,620 28.4 20,833 29.1

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※1.2

  １ 建物 5,557 6,412

    減価償却累計額 2,970 2,587 3,041 3,370

  ２ 構築物 3,369 3,672

    減価償却累計額 2,290 1,078 2,486 1,185

  ３ 機械及び装置 26,503 28,003

    減価償却累計額 19,590 6,913 20,371 7,631

  ４ 車両及び運搬具 39 36

    減価償却累計額 37 2 32 3

  ５ 器具及び備品 1,038 1,097

    減価償却累計額 812 225 851 246

  ６ 土地 11,386 12,278

  ７ 建設仮勘定 1,267 323

   有形固定資産合計 23,460 34.0 25,041 35.0

 (2) 無形固定資産

  １ 営業権 474 ―

  ２ のれん ― 576

  ３ 借地権 8 8

  ４ 商標権 3 1

  ５ ソフトウェア 51 30

  ６ 電話加入権 29 31

   無形固定資産合計 568 0.8 649 0.9



前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※２ 6,660 5,722

  ２ 関係会社株式 17,238 17,570

  ３ 出資金 2 2

  ４ 関係会社出資金 176 176

  ５ 長期貸付金 1,161 18

  ６ 従業員に対する 
    長期貸付金

219 203

  ７ 関係会社長期貸付金 79 214

  ８ 破産債権更生債権その 
    他これらに準ずる債権

369 369

  ９ 差入保証金 288 284

  10 長期前払費用 134 231

  11 その他 817 774

    貸倒引当金 △ 1,910 △ 759

   投資その他の資産合計 25,238 36.5 24,808 34.6

  固定資産合計 49,267 71.3 50,499 70.5

Ⅲ 繰延資産

   開発費 176 291

  繰延資産合計 176 0.3 291 0.4

  資産合計 69,064 100 71,623 100

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※10 2,599 2,717

 ２ 買掛金 ※７ 7,644 7,211

 ３ 短期借入金 ※２ 500 1,300

 ４ 一年以内に返済予定の 
   長期借入金

※２ 4,680 13,817

 ５ 未払金 757 936

 ６ 未払費用 484 224

 ７ 未払法人税等 114 793

 ８ 未払消費税等 39 169

 ９ 前受金 6 22

 10 預り金 110 114

  流動負債合計 16,938 24.5 27,306 38.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 27,392 18,826

 ２ 繰延税金負債 46 220

 ３ 退職給付引当金 1,504 1,516

 ４ その他 13 14

  固定負債合計 28,956 42.0 20,578 28.8

  負債合計 45,895 66.5 47,884 66.9



  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（資本の部）

Ⅰ 資本金 ※６ 5,000 7.2 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 4,385 ―

  資本剰余金合計 4,385 6.3 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 946 ―

 ２ 任意積立金

    固定資産圧縮積立金 19 ―

    別途積立金 7,750 ―

 ３ 当期未処分利益 3,254 ―

  利益剰余金合計 11,971 17.3 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 1,972 2.9 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※８ △ 159 △0.2 ― ―

  資本合計 23,169 33.5 ― ―

  負債資本合計 69,064 100 ― ―



  

 

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 5,000 7.0

 ２ 資本剰余金

    資本準備金 ― 4,385

    資本剰余金合計 ― ― 4,385 6.1

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 949

  (2) その他利益剰余金

    固定資産圧縮積立金 ― 17

    別途積立金 ― 7,750

    繰越利益剰余金 ― 4,273

    利益剰余金合計 ― ― 12,989 18.1

 ４ 自己株式 ― ― △ 170 △ 0.2

   株主資本合計 ― ― 22,204 31.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 1,534

   評価・換算差額等合計 ― ― 1,534 2.1

   純資産合計 ― ― 23,739 33.1

   負債純資産合計 ― ― 71,623 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日   
 至 平成18年３月31日)

当事業年度 
(自 平成18年４月１日   
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 63,264 100 68,500 100

Ⅱ 売上原価

 １ 商品期首たな卸高 ※１ 4,221 4,738

 ２ 当期商品仕入高 47,163 49,616

計 51,385 54,355

 ３ 他勘定への振替高 ※２ 47 310

 ４ 商品期末たな卸高 ※１ 4,738 46,599 73.7 4,206 49,838 72.8

   売上総利益 16,665 26.3 18,662 27.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 運搬諸掛 2,101 2,186

 ２ 貸倒引当金繰入額 － 72

 ３ 給料手当 3,340 3,309

 ４ 退職給付費用 129 259

 ５ 福利厚生費 702 551

 ６ 消耗器具費 1,421 1,364

 ７ 租税公課 185 215

 ８ 減価償却費 1,817 2,064

 ９ 修繕費 430 435

 10 支払手数料 3,262 3,309

 11 その他 ※３ 1,795 15,187 24.0 1,929 15,696 22.9

   営業利益 1,478 2.3 2,965 4.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 8 9

 ２ 受取配当金 206 233

 ３ 不動産賃貸料 43 49

 ４ 労務費分担金及び 
   経営指導料

16 15

 ５ 保険金収入 16 63

 ６ 雑収入 59 351 0.6 77 450 0.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 419 472

 ２ 雑損失 4 424 0.7 22 495 0.7

   経常利益 1,404 2.2 2,920 4.3



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日   
 至 平成18年３月31日)

当事業年度 
(自 平成18年４月１日   
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※４ 1 13

 ２ 投資有価証券売却益 4 10

 ３ 貸倒引当金戻入額 1 7 0.0 0 23 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※５ 41 33

 ２ 減損損失 ※７ 111 ―

 ３ 固定資産除却損 ※６ 122 45

 ４ 役員退職慰労金 26 37

 ５ 関係会社整理損 ― 7

 ６ 販売用不動産評価損 47 310

 ７ 会員権売却損 ― 1

 ８ 会員権貸倒引当金繰入額 2 352 0.5 1 437 0.6

   税引前当期純利益 1,059 1.7 2,506 3.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

445 750

   法人税等調整額 46 491 0.8 259 1,009 1.5

   当期純利益 568 0.9 1,496 2.2

   前期繰越利益 2,932 ―

   中間配当額 246 ―

   当期未処分利益 3,254 ―



③ 【利益処分計算書】 

  

 
     （注）日付は株主総会承認年月日であります。 

  

前事業年度
(平成18年６月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 3,254

Ⅱ 任意積立金取崩額

   固定資産圧縮積立金 
   取崩高

1 1

合計 3,256

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 246 246

Ⅳ 次期繰越利益 3,010



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

科目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金 

合計固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高 

（百万円）
5,000 4,385  946  19 7,750 3,254 11,971  △ 159 21,196 

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △ 492 △ 492 △ 492

 合併による受入 2 11 14 14

 固定資産圧縮積立金取崩高

（注)
△ 2 2 - -

 当期純利益 1,496 1,496 1,496

 自己株式の取得 △ 12 △ 12

 自己株式の処分 1 1

 株主資本以外の項目の 

  事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 

（百万円）
2 △ 2 1,018 1,018 △ 10 1,007

平成19年３月31日残高 

（百万円）
5,000 4,385  949  17 7,750 4,273 12,989 △ 170 22,204

科目

評価・換算

差額等

純資産 

合計
その他 

有価証券 

評価差額金

平成18年３月31日残高 

（百万円）
1,972 23,169

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注) △ 492

 合併による受入 14

 固定資産圧縮積立金取崩高

（注)
-

 当期純利益 1,496

 自己株式の取得 △ 12

 自己株式の処分 1

 株主資本以外の項目の 

  事業年度中の変動額(純額)
△ 437 △ 437

事業年度中の変動額合計 

（百万円）
△ 437 569

平成19年３月31日残高 

（百万円）
1,534 23,739



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品及び貯蔵品 先入先出法による

原価法
 
商品及び貯蔵品 同左

販売用不動産 個別法による原価

法
 
販売用不動産 同左

２ 有価証券の評価基準及び

評価方法

満期保有目的の 

債券

償却原価法(定額

法)

満期保有目的の 

債券

同左

子会社株式及び 

関連会社株式

移動平均法による

原価法

関係会社株式 同左

その他有価証券 時価のあるもの

期末日の市場価

格等に基づく時

価法(評価差額

は全部資本直入

法により処理

し、売却原価は

移動平均法によ

り算定)

その他有価証券 時価のあるもの

期末日の市場価

格等に基づく時

価法(評価差額

は全部純資産直

入法により処理

し、売却原価は

移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

移動平均法によ

る原価法  

時価のないもの

同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除

く)については、定額法を採用し

ております。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物         ７～50年

機械及び装置     ５～17年

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

定額法

営業権については、取得後５年間

で均等償却しております。

自社利用のソフトウェアは、社内

における利用可能期間(５年)に基

づいて償却しております。

(2) 無形固定資産

定額法

のれんについては、取得後５年で

均等償却しております。

自社利用のソフトウェアは、社内

における利用可能期間(５年)に基

づいて償却しております。

(3) 長期前払費用 

  定額法

(3) 長期前払費用 

        同左

４ 繰延資産の処理方法 開発費

商法施行規則に定める最長期間(5年)

による均等額償却を行っております。

開発費

５年による均等額償却を行っておりま

す。



 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当期

末において発生していると認めら

れる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異はその発

生時の従業員の平均残存勤務期間

内の一定の年数(５年)による定率

法により発生事業年度から費用処

理しております。

(2) 退職給付引当金

同左

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

現在行っているのは特例処理の要

件を満たしている金利スワップの

みであり、これについては特例処

理によっております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………金利スワップ

ヘッジ対象………借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………同左

ヘッジ対象………同左

(3) ヘッジ方針

デリバティブ取引に関する権限及

び取引限度額等を定めた内部規定

に基づき、金利変動リスクを一定

の範囲内でヘッジしております。

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

特例処理による金利スワップのみ

であり、有効性の評価を省略して

おります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理

同左



重要な会計方針の変更 
  

 
  

表示方法の変更 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―

（固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会

計基準適用指針第6号）を適用しております。これ

により税引前当期純利益は111百万円減少しており

ます。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会第５号平

成17年12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用して

おります。これまでの資本の部の合計に相当する金

額は、23,739百万円であります。なお、当事業年度

における貸借対照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規則

により作成しております。
―

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

― （貸借対照表関係）

当事業年度より、改正後の財務諸表等規則に基づ

き、営業権を「のれん」と表示しております。



注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

項目 摘要
前事業年度

(平成18年３月31日)
当事業年度 

(平成19年３月31日)

※１ 圧縮資産 工事負担金による期末圧縮累計額

機械及び装置 153百万円

工事負担金による期末圧縮累計額

機械及び装置 153百万円

※２ 担保差入資産 資産の種類

建物

土地

投資有価証券

工場財団担保計

(建物)

(構築物)

(機械及び装置)

(土地)

合計(簿価によります)

同上に対する短期借入金

同上に対する一年以内に返済 
予定の長期借入金

同上に対する長期借入金

合計

200百万円

1,088

14

848

(319)

(80)

(354)

(93)

2,151

200

2,988

2,212

5,400

182百万円

1,088

9

744

(288)

(64)

(300)

(91)

2,025

800

3,034

1,566

5,400

 ３ 偶発債務

   (保証債務)

取引銀行等に対する支払保証 

関係会社

庄和都市ガス㈱

浪逆ガス㈱

日本瓦斯運輸整備㈱

計

従業員(住宅資金)ほか

計

合計

737百万円

385

196

1,319

31

31

1,351

－百万円

－

1,265

1,265

24

24

1,289

※４ 受取手形 受取手形裏書譲渡高 2,626百万円 2,480百万円

 ５ 当座貸越契約 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行９社と当

座貸越契約を締結しておりま

す。

当事業年度末における当座貸越

契約に係る借入未実行残高は次

のとおりであります。

当座貸越極度額 2,850百万円

借入実行残高 500

差引額 2,350

当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行11社と当

座貸越契約を締結しておりま

す。

当事業年度末における当座貸越

契約に係る借入未実行残高は次

のとおりであります。

当座貸越極度額 4,050百万円

借入実行残高 1,300

差引額 2,750



 
  

(損益計算書関係) 

  

項目 摘要
前事業年度

(平成18年３月31日)
当事業年度 

(平成19年３月31日)

※６ 株式の状況

 

授権株式数

発行済株式総数
 

普通株式 120,000千株

普通株式 44,961千株

ただし、定款の定めにより、株式

の消却が行われた場合には、これ

に相当する株式数を減ずることに

なっております。

 

―

―

※７ 区分掲記されたも

の以外で各科目に

含まれている関係

会社に対するもの
 

受取手形

売掛金

買掛金
 

611百万円

3,554

2,094
 

941百万円

3,190

1,890

※８ 自己株式 普通株式 191千株 ―

 ９ 配当制限 商法施行規則第124条第３号に規

定する純資産額

1,972百万円 ―

※10 事業年度末日の満

期手形の会計処理

については、手形

交換日をもって決

済処理しておりま

す。なお、当事業

年度の末日は金融

機関の休日であっ

たため、次の満期

手形が事業年度末

日の残高に含まれ

ております。

 

受取手形

支払手形

 

―百万円

―

 

165百万円

404

項目 摘要
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 商品期首たな卸高

商品期末たな卸高

販売用不動産を含めております。

※２ 他勘定へ振替高 販売用不動産から特別損失への振

替であります。

47百万円 310百万円

※３ 研究開発費 一般管理費に含めております。 20百万円 20百万円

※４ 固定資産売却益 内容は次のとおりであります。

ボンベ室用地

機械及び装置

－百万円

1

1

9百万円

3

13

※５ 固定資産売却損

 

千駄木事務所 土地

千駄木事務所 建物

ボンベ室用地

機械及び装置

合計

－百万円

－

41

 －

41

19百万円

11

1

1

33

※６ 固定資産除却損 内容は次のとおりであります。

建物

機械及び装置

その他（器具及び備品ほか）

合計

104百万円

3

14

122

15百万円

22

7

45



 
  

項目 摘要
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※７ 減損損失

 

当事業年度において、当社は以下

の資産グループについて減損損失

を計上しました。

用途 種類 場所

減損損失

の金額

(百万円)

遊休資産 土地

千葉県 

成田市 

ほか

111

合計 111

当社は、事業資産については事業

の種類別セグメント単位に、遊休

資産については個別物件単位で資

産のグループ化を行っておりま

す。 

ガス事業用地として取得した土地

で、その後の経済情勢及び事業環

境の変化等により有効利用されて

いない土地について減損損失とし

て特別損失に計上しました。な

お、回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、各土地につ

いては不動産鑑定評価額に基づい

て評価しております。

―

※  区分掲記されたも

の以外で各科目に

含まれている関係

会社との取引にか

かるもの
 

売上高

受取利息

受取配当金

労務費分担金及び経営指導料
 

14,587百万円

2

151

16
 

14,930百万円

5

159

15



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    11,684株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少    1,672株 

  

(リース取引関係) 

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 191,879 11,684 1,672 201,891

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

車両及び運搬具 55 16 39

合計 55 16 39

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

車両及び運搬具 84 28 56

合計 84 28 56

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により、算定しておりま

す。

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により、算定しておりま

す。

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 10百万円

１年超 28

 合計 39
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 17百万円

１年超 38

合計 56

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により、

算定しております。

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により、

算定しております。

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 9百万円

減価償却費相当額 9

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 12百万円

減価償却費相当額 12

４ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

  

前事業年度(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
当事業年度(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
  

(税効果会計関係) 

  

 
  

貸借対照表計上額
(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

子会社株式 733 5,227 4,493

貸借対照表計上額
(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

子会社株式 733 4,236 3,502

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 

 の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 622百万円

退職給付引当金 606

販売用不動産評価損 103

その他 180

繰延税金資産合計 1,514

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △12

その他有価証券評価差額金 △1,333

繰延税金負債合計 △1,345

繰延税金資産の純額 168
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 

 の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 186百万円

退職給付引当金 611

販売用不動産評価損 228

その他 226

繰延税金資産合計 1,253

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △11

その他有価証券評価差額金 △1,037

繰延税金負債合計 △1,049

繰延税金資産の純額 204

 

２ 法定実行税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

 率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原 

 因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.34％

(調整)

住民税均等割等 3.51

交際費等永久に損金に 
算入されない項目

4.06

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目

△5.99

減損損失 4.26

その他 0.16

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率

46.34％

２ 法定実行税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

 率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原 

 因となった主要な項目別の内訳

  法定実行税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

 率との間の差異が法定実行税率の百分の五以下であ 

 るため、注記を省略しております。



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 517円52銭 530円37銭

１株当たり当期純利益 12円70銭 33円42銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

潜在株式が存在しないため、記載
しておりません

潜在株式が存在しないため、記載
しておりません

項目
前事業年度

(平成18年３月31日)
当事業年度 

(平成19年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額
（百万円）

― 23,739

普通株式に係る純資産額（百万円） ― 23,739

普通株式の発行株式数（千株） ― 44,961

普通株式の自己株式数（千株） ― 201

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数（千株）

― 44,759

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益(百万円) 568 1,496

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株主に係る当期純利益(百万円) 568 1,496

普通株式の期中平均株式数(千株) 44,778 44,766



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 
【株式】 

 
【債券】 

 
  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 

(百万円)
投資有
価証券

その他 
有価証
券

㈱ノーリツ 297,000  671 

㈱スルガコーポレーション 232,500  664 

㈱武蔵野銀行 83,100  524 

岩谷産業㈱ 1,439,272  506 

㈱京葉銀行 553,000  422 

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 221  294 

㈱電響社 289,000  289 

㈱タクマ 320,000  255 

㈱常陽銀行 318,600  234 

㈱みずほフィナンシャルグループ 296  224 

ブルドッグソース㈱ 122,000  176 

㈱千葉銀行 152,806  158 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 124  132 

名糖産業㈱ 55,000  131 

コクサイエアロマリン㈱ 174,000  100 

セントラル石油瓦斯㈱ 33,762  93 

㈱ユーシン 99,000  78 

㈱ヤマト 170,000  78 

中国工業㈱ 440,000  77 

㈱小森コーポレーション 26,000  71 

太平電業㈱ 72,600  67 

西川計測㈱ 59,000  60 

フジ日本精糖㈱ 161,000  51 

愛知時計電機㈱他31銘柄 652,108  346 

合計 5,750,390  5,712 

銘柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額 

(百万円)
投資有
価証券

満期保
有目的
の債券

1.9分 利付国債 10 9

合計 10 9



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 無形固定資産については、資産総額の1％以下であるので、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減

少額」の記載を省略しております。 

２ 固定資産の増加及び減少の主な内容は次のとおりであります。 

  

 
  

【引当金明細表】 

  

 
(注) ※ 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」859百万円は、洗替額であります。 

なお、損益計算書には当期繰入額と同戻入額の差額を計上しております。 

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 5,557 1,001 146 6,412 3,041 182 3,370

 構築物 3,369 338 35 3,672 2,486 219 1,185

 機械及び装置 26,503 2,013 513 28,003 20,371 1,256 7,631

 車両及び運搬具 39 2 6 36 32 0 3

 器具及び備品 1,038 97 39 1,097 851 74 246

 土地 11,386 934 41 12,278 ― ― 12,278

 建設仮勘定 1,267 3,197 4,141 323 ― ― 323

有形固定資産計 49,162 7,587 4,924 51,825 26,784 1,733 25,041

無形固定資産

 のれん ― ― ― 792 215 231 576

 借地権 ― ― ― 8 ― ― 8

 商標権 ― ― ― 8 6 2 1

 ソフトウェア ― ― ― 72 42 22 30

 電話加入権 ― ― ― 31 ― ― 31

無形固定資産計 ― ― ― 913 264 256 649

長期前払費用 356 170 96 430 199 73 231

資産の種類 件名 金額(百万円)

増加

建物 本社新社屋          事務所 592

取手工場            倉庫 207

機械及び装置 真岡市大谷東団地      ガス供給設備 170

日吉台ニュータウン（一般ガス）  〃 127

土地 本社新社屋          事務所用地 591

市川営業所            〃 62

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 2,034 933 1,174 859 933



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

１) 現金及び預金 

  

 
  

２) 受取手形 

(a) 相手先別内訳 

  

 
  

(b) 期日別内訳 

  

 
  

科目 金額(百万円)

現金 96

預金の種類

当座預金 2,351

普通預金 40

別段預金 6

計 2,398

合計 2,495

相手先 金額(百万円)

岩谷産業㈱ 497

新日本瓦斯㈱ 425

東日本ガス㈱ 313

北日本ガス㈱ 180

㈱エーゼット 136

その他 1,593

合計 3,146

期日別 保有手形(百万円)

１ヶ月以内のもの 588

２ヶ月  〃 601

３ヶ月  〃 880

４ヶ月  〃 556

５ヶ月  〃 505

５ヶ月をこえるもの 13

合計 3,146



３) 売掛金 

(a) 相手先別内訳 

  

 
  

(b) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

４) 商品 

  

 
  

５) 販売用不動産 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

東彩ガス㈱ 1,497

北日本ガス㈱ 837

新日本瓦斯㈱ 489

岩谷産業㈱ 263

東日本ガス㈱ 255

その他 7,160

合計 10,504

項目

期首残高 
(百万円) 

 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 

 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 

 
(Ｃ)

期末残高
(百万円) 

 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

×365２
(Ｂ)

売掛金 10,124 72,110 71,731 10,504 87.2 52.2

内訳 金額(百万円)

LPガス 1,744

エアゾール製品・簡易コンロ用ガスボンベ 639

ガス・住宅機器他 209

合計 2,593

内訳 所在地 面積(㎡) 金額(百万円)

販売用土地 岩手県岩手郡滝沢村 48,884.00 1,066

千葉県香取郡栗源町他 70,046.09 511

           計 ― 118,930.09 1,577

販売用建物 岩手県岩手郡滝沢村 34

合計 ― 118,930.09 1,612



６) 貯蔵品 

  

 
  

７) 関係会社株式 

  

 
  

８) 支払手形 

(a) 相手先別内訳 

  

 
  

(b) 期日別内訳 

  

 
  

内訳 金額(百万円)

メーター 15

緊急時・災害対策用資材 22

合計 37

銘柄 金額(百万円)

子会社株式

東彩ガス㈱ 16,148

東日本ガス㈱ 474

北日本ガス㈱ 307

新日本瓦斯㈱ 259

その他(４社) 376

計 17,566

関連会社株式
㈱アイプロモーション 3

計 3

合計 17,570

相手先 金額(百万円)

愛知時計電機㈱ 238

関東産商㈱ 136

㈱日立ハウステック東日本 127

㈱ハーマン 126

㈱東洋化学商会 118

その他 1,968

合計 2,717

期日別 金額(百万円)

１ヶ月以内のもの 1,162

２ヶ月  〃 612

３ヶ月  〃 489

４ヶ月  〃 444

４ヶ月をこえるもの 8

合計 2,717



９) 買掛金 

  

 
  

  

10) 長期借入金 

  

 
(注) 当期末残高のうち( )内の金額は、内書で１年以内に返済予定のものを示し、貸借対照表上では、流動負債の

部に掲記しております。 

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円)

日本瓦斯工事㈱ 1,799

岩谷産業㈱ 526

兼松ペトロ㈱ 511

セントラル石油瓦斯㈱ 429

㈱ノーリツ 317

その他 3,626

合計 7,211

借入先 当期末残高(百万円)

㈱三菱東京UFJ銀行 8,423(3,758)

㈱みずほ銀行 6,633(2,326)

㈱三井住友銀行 3,893(2,272)

㈱武蔵野銀行 2,788(1,716)

三菱UFJ信託銀行㈱ 2,541(672)

その他(１０行) 8,365(3,073)

合計 32,644(13,817)



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

（注） 当社定款の定めにより、単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、以下の権利以外

の権利を行使することができません。 

   （１）会社法第189条第２項に掲げる権利 

（２）取得請求権付株式を請求する権利 

（３）募集株式または募集新株予約権の割当を受ける権利 

（４）株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利 

  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、及び100株未満株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株式名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 本店・全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料 ただし不所持制度による交付手数料１枚につき50円

  株券喪失登録に 
  伴う手数料

１ 喪失登録 １件につき8,000円
２ 喪失登録株券 １枚につき500円

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株式名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 本店・全国各支店

  買取手数料 無料

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第52期 (自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日関東財務局長に

提出 

(2) 半期報告書 

事業年度 第53期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月18日関東財務局長に

提出 

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

日本瓦斯株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本瓦斯株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日本瓦斯株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

追記情報 

 １.  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当連結会計年度から、

連結子会社において有形固定資産の減価償却の方法が変更されている。 

 ２.  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年

度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を

作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

協立監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  森   田       將  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  朝   田       潔  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月28日

日本瓦斯株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本瓦斯株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及

び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日本瓦斯株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

協立監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  森   田       將  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  朝   田       潔  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月29日

日本瓦斯株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本瓦斯株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第52期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本瓦斯株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

「重要な会計方針の変更」に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適

用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以 上 
  

 

協立監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  森   田       將  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  朝   田       潔  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月28日

日本瓦斯株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本瓦斯株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第53期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本瓦斯株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以 上 
  

 

協立監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  森   田       將  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  朝   田       潔  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。
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